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【書類名】明細書 

【発明の名称】渦電流センサの出力信号処理回路および出力信号処理方法 

【技術分野】 

 【０００１】 

 本発明は、渦電流センサの出力信号処理回路および出力信号処理方法に関するものである。 

【背景技術】 

 【０００２】 

 渦電流センサは膜厚測定、変位測定等に使用される。以下では、膜厚測定を例にして渦電流

センサを説明する。膜厚測定用渦電流センサは、例えば半導体デバイスの製造工程（研磨工程

）で用いられる。研磨工程において渦電流センサは、以下のように用いられる。半導体デバイ

スの高集積化が進むにつれて回路の配線が微細化し、配線間距離もより狭くなりつつある。そ

こで、被研磨物である半導体ウェハの表面を平坦化することが必要となるが、この平坦化法の

一手段として研磨装置により研磨（ポリッシング）することが行われている。 

 【０００３】 

 研磨装置は、被研磨物を研磨するための研磨パッドを保持するための研磨テーブルと、被研

磨物を保持して研磨パッドに押圧するためにトップリングを備える。研磨テーブルとトップリ

ングはそれぞれ、駆動部（例えばモータ）によって回転駆動される。研磨剤を含む液体（スラ

リー）を研磨パッド上に流し、そこにトップリングに保持された被研磨物を押し当てることに

より、被研磨物は研磨される。 

 【０００４】 

 研磨装置では、被研磨物の研磨が不十分であると、回路間の絶縁がとれず、ショートするお

それが生じ、また、過研磨となった場合は、配線の断面積が減ることによる抵抗値の上昇、又

は配線自体が完全に除去され、回路自体が形成されないなどの問題が生じる。このため、研磨

装置では、最適な研磨終点を検出することが求められる。 

 【０００５】 

 このような技術としては、特開２０１１－２３５７９号に記載のものがある。この技術にお

いては、３個のコイルを用いた渦電流センサが研磨終点を検出するために用いられている。特

開２０１１－２３５７９号の図５に示すように、３個のコイルのうちの検出コイルとダミーコ

イルは直列回路を構成し、その両端は可変抵抗を含む抵抗ブリッジ回路に接続されている。抵

抗ブリッジ回路でバランスの調整を行うことで、膜厚がゼロのときに、抵抗ブリッジ回路の出

力がゼロになるようにゼロ点の調整が可能である。抵抗ブリッジ回路の出力は、特開２０１１

－２３５７９号の図６に示すように、同期検波回路に入力される。同期検波回路は、入力され

た信号から、膜厚の変化に伴う抵抗成分（Ｒ）、リアクタンス成分（Ｘ）、振幅出力（Ｚ）お
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よび位相出力（ｔａｎ－１Ｒ／Ｘ）を取り出す。 

 【０００６】 

 従来のブリッジ回路を使用した検出方法に関しては、ゼロ点調整時の抵抗値調整量はブリッ

ジ回路を構成する抵抗値全体の大きさに比べて非常に小さい。その結果、抵抗値全体の温度変

化量は、ゼロ点調整時の抵抗値調整量と比べると、無視できない量である。温度変化による抵

抗値の変化や、抵抗が有する浮遊容量の変化等のために、抵抗の周囲環境の変化に対してブリ

ッジ回路の特性が敏感に影響を受ける。この結果、上述のゼロ点がシフトしやすく、膜厚の測

定精度が低下するという問題があった。 

 【０００７】 

 また、従来の渦電流センサを使用した膜厚の測定方法に関しては、渦電流センサが出力する

信号に含まれるノイズが大きい。このため、微小な配線（例えば、Cu配線）を検出する時は、

出力信号自体が小さく、出力信号がノイズに埋もれてしまい、膜厚が測れない場合もある。ま

た、出力信号の大きさがノイズより多少大きい場合には、膜厚が測定できるが、膜厚の測定精

度が低いという問題がある。 

【先行技術文献】 

【特許文献】 

 【０００８】 

  【特許文献１】特開２０１１－２３５７９号 

【発明の概要】 

【発明が解決しようとする課題】 

 【０００９】 

 本発明の一形態は、このような問題点を解消すべくなされたもので、その目的は、周囲環境

の変化に対して従来よりも影響を受けにくい渦電流センサの出力信号処理回路および出力信

号処理方法を提供することである。 

 【００１０】 

 本発明の別の一形態は、別の問題点を解消すべくなされたもので、その目的は、信号対雑音

比(S/N：signal-to-noise ratio)を従来技術よりも改善した渦電流センサの出力信号処理回路

および出力信号処理方法を提供することである。 

【課題を解決するための手段】 

 【００１１】 

 上記課題を解決するために、形態１では、渦電流センサと、前記渦電流センサの出力信号を

処理する出力信号処理回路とを有し、前記出力信号処理回路は、前記出力信号と、所定の周波

数の信号が入力されて、入力された前記２つの信号の乗算を行い、前記乗算によって得られた
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出力信号を出力するミキサ回路と、前記ミキサ回路が出力する前記出力信号が入力されて、入

力された前記出力信号に含まれる高周波信号をカットして、少なくとも直流信号を出力するロ

ーパスフィルタとを有することを特徴とする渦電流センサ組立体という構成を採っている。 

 【００１２】 

 形態２では、第１、第２の出力信号をそれぞれ出力する第１、第２のコイルを有する渦電流

センサが出力する前記第１、第２の出力信号を処理する渦電流センサの出力信号処理回路にお

いて、前記第１の出力信号と、所定の周波数の信号が入力されて、入力された前記２つの信号

の乗算を行い、前記乗算によって得られた出力信号を出力する第１のミキサ回路と、前記第１

のミキサ回路が出力する前記出力信号が入力されて、入力された前記出力信号に含まれる高周

波信号をカットして、少なくとも直流信号を出力する第１のローパスフィルタと、前記第２の

出力信号と、前記周波数の信号が入力されて、入力された前記２つの信号の乗算を行い、前記

乗算によって得られた出力信号を出力する第２のミキサ回路と、前記第２のミキサ回路が出力

する前記出力信号が入力されて、入力された前記出力信号に含まれる高周波信号をカットして

、少なくとも直流信号を出力する第２のローパスフィルタと、前記第１のローパスフィルタが

出力する前記直流信号と前記第２のローパスフィルタが出力する前記直流信号が入力されて、

入力された２つの前記直流信号の差を求めて、得られた前記差を出力する第１の減算回路とを

有することを特徴とする渦電流センサの出力信号処理回路という構成を採っている。 

 【００１３】 

 形態３では、前記出力信号処理回路は、前記第１のローパスフィルタが出力する前記直流信

号が入力されて、入力された前記直流信号の振幅の大きさを調整して、調整後の直流信号を出

力する第１の調整回路を有し、前記第１の減算回路は、前記第１の調整回路が出力する前記直

流信号と前記第２のローパスフィルタが出力する前記直流信号が入力されて、入力された２つ

の前記直流信号の差を求めて、得られた前記差を出力することを特徴とする形態２記載の渦電

流センサの出力信号処理回路という構成を採っている。 

 【００１４】 

 形態４では、前記出力信号処理回路は、前記第１のローパスフィルタが出力する前記直流信

号が入力されて、入力された前記直流信号の振幅の大きさを調整して、調整後の直流信号を出

力する第１の調整回路と、前記第２のローパスフィルタが出力する前記直流信号が入力されて

、入力された前記直流信号の振幅の大きさを調整して、調整後の直流信号を出力する第２の調

整回路とを有し、前記第１の減算回路は、前記第１の調整回路が出力する前記直流信号と前記

第２の調整回路が出力する前記直流信号が入力されて、入力された２つの前記直流信号の差を

求めて、得られた前記差を出力することを特徴とする形態２記載の渦電流センサの出力信号処

理回路という構成を採っている。 
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 【００１５】 

 形態５では、前記渦電流センサは、第３、第４の出力信号をそれぞれ出力する第３、第４の

コイルを有し、前記出力信号処理回路は、前記第３の出力信号と、前記周波数の信号が入力さ

れて、入力された前記２つの信号の乗算を行い、前記乗算によって得られた出力信号を出力す

る第３のミキサ回路と、前記第３のミキサ回路が出力する前記出力信号が入力されて、入力さ

れた前記出力信号に含まれる高周波信号をカットして、少なくとも直流信号を出力する第３の

ローパスフィルタと、前記第４の出力信号と、前記周波数の信号が入力されて、入力された前

記２つの信号の乗算を行い、前記乗算によって得られた出力信号を出力する第４のミキサ回路

と、前記第４のミキサ回路が出力する前記出力信号が入力されて、入力された前記出力信号に

含まれる高周波信号をカットして、少なくとも直流信号を出力する第４のローパスフィルタと

、前記第３のローパスフィルタが出力する前記直流信号と前記第４のローパスフィルタが出力

する前記直流信号が入力されて、入力された２つの前記直流信号の差を求めて、得られた前記

差を出力する第２の減算回路と、前記第１の減算回路が出力する前記差と前記第２の減算回路

が出力する前記差が入力されて、入力された２つの前記差を加算してまたは２つの前記差の差

を求めて、得られた前記和または差を出力する加算回路とを有することを特徴とする形態２な

いし４のいずれか１項に記載の渦電流センサの出力信号処理回路という構成を採っている。 

 【００１６】 

 形態６では、渦電流センサの出力信号と、所定の周波数の信号をミキサ回路に入力して、ミ

キサ回路によって前記２つの信号の乗算を行い、前記乗算によって得られた出力信号を出力す

るステップと、前記ミキサ回路が出力する前記出力信号をローパスフィルタに入力して、高周

波信号をカットして、少なくとも直流信号を出力するステップとを有することを特徴とする渦

電流センサの出力信号処理方法という構成を採っている。 

 【００１７】 

 形態７では、第１、第２の出力信号をそれぞれ出力する第１、第２のコイルを有する渦電流

センサが出力する前記第１、第２の出力信号を処理する渦電流センサの出力信号処理方法にお

いて、前記第１の出力信号と、所定の周波数の信号を第１のミキサ回路に入力して、前記第１

のミキサ回路によって前記２つの信号の乗算を行い、前記乗算によって得られた出力信号を出

力するステップと、前記第１のミキサ回路が出力する前記出力信号を第１のローパスフィルタ

に入力して、前記第１のローパスフィルタによって、前記出力信号に含まれる高周波信号をカ

ットして、少なくとも直流信号を出力するステップと、前記第２の出力信号と、前記周波数の

信号を第２のミキサ回路に入力して、前記第２のミキサ回路によって前記２つの信号の乗算を

行い、前記乗算によって得られた出力信号を出力するステップと、前記第２のミキサ回路が出

力する前記出力信号を第２のローパスフィルタに入力して、前記第２のローパスフィルタによ
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って、前記出力信号に含まれる高周波信号をカットして、少なくとも直流信号を出力するステ

ップと、前記第１のローパスフィルタが出力する前記直流信号と前記第２のローパスフィルタ

が出力する前記直流信号を第１の減算回路に入力して、前記第１の減算回路によって、２つの

前記直流信号の差を求めて、得られた前記差を出力するステップとを有することを特徴とする

渦電流センサの出力信号処理方法という構成を採っている。 

 【００１８】 

 形態８では、前記渦電流センサは、第３、第４の出力信号をそれぞれ出力する第３、第４の

コイルを有し、前記出力信号処理方法は、前記第３の出力信号と、前記周波数の信号を第３の

ミキサ回路に入力して、前記第３のミキサ回路によって前記２つの信号の乗算を行い、前記乗

算によって得られた出力信号を出力するステップと、前記第３のミキサ回路の出力信号を第３

のローパスフィルタに入力して、前記第３のローパスフィルタによって、前記出力信号に含ま

れる高周波信号をカットして、少なくとも直流信号を出力するステップと、前記第４の出力信

号と、前記周波数の信号を第４のミキサ回路に入力して、前記第４のミキサ回路によって前記

２つの信号の乗算を行い、前記乗算によって得られた出力信号を出力するステップと、前記第

４のミキサ回路の出力信号を第４のローパスフィルタに入力して、前記第４のローパスフィル

タによって、前記出力信号に含まれる高周波信号をカットして、少なくとも直流信号を出力す

るステップと、前記第３のローパスフィルタが出力する前記直流信号と前記第４のローパスフ

ィルタが出力する前記直流信号を第２の減算回路に入力して、前記第２の減算回路によって、

２つの前記直流信号の差を求めて、得られた前記差を出力するステップと、前記第１の減算回

路が出力する前記差と前記第２の減算回路が出力する前記差を加算回路に入力して、前記加算

回路によって、２つの前記差を加算してまたは２つの前記差の差を求めて、得られた前記和ま

たは差を出力するステップとを有することを特徴とする渦電流センサの出力信号処理方法と

いう構成を採っている。 

 【００１９】 

 形態９では、基板を研磨するための研磨パッドが貼り付けられるように構成される研磨テー

ブルと、前記研磨テーブルを回転駆動するように構成される駆動部と、前記基板を保持して前

記研磨パッドに押圧するように構成される保持部と、前記研磨テーブルの内部に配置され、前

記研磨テーブルの回転に伴い、前記基板に形成される導電性膜に形成される渦電流を検出する

ように構成される前記渦電流センサと、形態２から５のいずれか１項に記載の前記渦電流セン

サの出力信号処理回路と、前記出力信号処理回路の出力から前記基板の膜厚データを算出する

ように構成される終点検出コントローラと、を備える研磨装置という構成を採っている。 

 【００２０】 

 上記課題を解決するために、形態１０では、励磁用信号を入力されて磁場を生成可能な励磁
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コイルと、前記磁場を検出して検出信号を出力可能な検出コイルとを有する渦電流センサと、

前記検出信号を処理する出力信号処理回路とを有し、前記出力信号処理回路は、前記励磁用信

号または前記検出信号からノイズを低減するためのノイズ低減信号を生成可能な生成回路と、

前記生成回路において生成された前記ノイズ低減信号を前記検出信号に加算して、前記検出信

号が含むノイズを低減したノイズ減少信号を生成可能な加算回路とを有することを特徴とす

る渦電流センサ組立体という構成を採っている。 

 【００２１】 

 形態１１では、励磁用信号を入力されて第１の磁場を生成可能な第１の励磁コイルと、前記

第１の磁場を検出して第１の検出信号を出力可能な第１の検出コイルと、前記第１の磁場を検

出して第１のダミー信号を出力可能な第１のダミーコイルとを有する渦電流センサが出力す

る前記第１の検出信号と前記第１のダミー信号とを処理する渦電流センサの出力信号処理回

路において、前記第１の検出信号と前記第１のダミー信号の差である第１の差信号を出力可能

な第１の抵抗ブリッジ回路と、前記励磁用信号、前記第１の検出信号、前記第１のダミー信号

、前記第１の差信号のいずれかからノイズを低減するための第１のノイズ低減信号を生成可能

な第１の生成回路と、前記第１の生成回路において生成された前記第１のノイズ低減信号を前

記第１の差信号に加算して、前記第１の差信号が含むノイズを低減した第１のノイズ減少信号

を生成可能な第１の加算回路とを有することを特徴とする渦電流センサの出力信号処理回路

という構成を採っている。 

 【００２２】 

 形態１２では、前記渦電流センサは、前記励磁用信号を入力されて第２の磁場を生成可能な

第２の励磁コイルと、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して第２の検出信号を出力可能

な第２の検出コイルと、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して第２のダミー信号を出力

可能な第２のダミーコイルとを有し、前記第１の検出コイルは、前記第１の磁場と前記第２の

磁場を検出して前記第１の検出信号を出力可能であり、前記第１のダミーコイルは、前記第１

の磁場と前記第２の磁場を検出して前記第１のダミー信号を出力可能であり、前記出力信号処

理回路は、前記第２の検出信号と前記第２のダミー信号の差である第２の差信号を出力可能な

第２の抵抗ブリッジ回路と、前記励磁用信号、前記第２の検出信号、前記第２のダミー信号、

前記第２の差信号のいずれかからノイズを低減するための第２のノイズ低減信号を生成可能

な第２の生成回路と、前記第２の生成回路において生成された前記第２のノイズ低減信号を前

記第２の差信号に加算して、前記第２の差信号が含むノイズを低減した第２のノイズ減少信号

を生成可能な第２の加算回路と、前記第１のノイズ減少信号と前記第２のノイズ減少信号とを

加算可能な第３の加算回路とを有することを特徴とする形態１１記載の渦電流センサの出力

信号処理回路という構成を採っている。 
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 【００２３】 

 形態１３では、励磁用信号を入力されて第１、第２の磁場をそれぞれ生成可能な第１、第２

の励磁コイルと、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して、それぞれ第１、第２の検出信

号を出力可能な第１、第２の検出コイルと、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して、そ

れぞれ第１、第２のダミー信号を出力可能な第１、第２のダミーコイルとを有する渦電流セン

サが出力する前記第１、第２の検出信号と前記第１、第２のダミー信号とを処理する渦電流セ

ンサの出力信号処理回路において、前記第１の検出信号と前記第１のダミー信号の差である第

１の差信号を出力可能な第１の抵抗ブリッジ回路と、前記第２の検出信号と前記第２のダミー

信号の差である第２の差信号を出力可能な第２の抵抗ブリッジ回路と、前記第１の差信号と前

記第２の差信号とを加算可能な第３の加算回路とを有することを特徴とする渦電流センサの

出力信号処理回路という構成を採っている。 

 【００２４】 

 形態１４では、励磁用信号を入力されて磁場を生成可能な励磁コイルと、前記磁場を検出し

て検出信号を出力可能な検出コイルとを有する渦電流センサが出力する前記検出信号を処理

する渦電流センサの出力信号処理方法において、前記励磁用信号または前記検出信号からノイ

ズを低減するためのノイズ低減信号を生成するステップと、前記生成された前記ノイズ低減信

号を前記検出信号に加算して、前記検出信号が含むノイズを低減したノイズ減少信号を生成す

るステップとを有することを特徴とする渦電流センサの出力信号処理方法という構成を採っ

ている。 

 【００２５】 

 形態１５では、励磁用信号を入力されて第１の磁場を生成可能な第１の励磁コイルと、前記

第１の磁場を検出して第１の検出信号を出力可能な第１の検出コイルと、前記第１の磁場を検

出して第１のダミー信号を出力可能な第１のダミーコイルとを有する渦電流センサが出力す

る前記第１の検出信号と前記第１のダミー信号とを処理する渦電流センサの出力信号処理方

法において、前記第１の検出信号と前記第１のダミー信号の差である第１の差信号を出力する

ステップと、前記励磁用信号、前記第１の検出信号、前記第１のダミー信号、前記第１の差信

号のいずれかからノイズを低減するための第１のノイズ低減信号を生成するステップと、生成

された前記第１のノイズ低減信号を前記第１の差信号に加算して、前記第１の差信号が含むノ

イズを低減した第１のノイズ減少信号を生成するステップとを有することを特徴とする渦電

流センサの出力信号処理方法という構成を採っている。 

 【００２６】 

 形態１６では、前記渦電流センサは、前記励磁用信号を入力されて第２の磁場を生成可能な

第２の励磁コイルと、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して第２の検出信号を出力可能
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な第２の検出コイルと、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して第２のダミー信号を出力

可能な第２のダミーコイルとを有し、前記第１の検出コイルは、前記第１の磁場と前記第２の

磁場を検出して前記第１の検出信号を出力可能であり、前記第１のダミーコイルは、前記第１

の磁場と前記第２の磁場を検出して前記第１のダミー信号を出力可能であり、前記出力信号処

理方法は、前記第２の検出信号と前記第２のダミー信号の差である第２の差信号を出力するス

テップと、前記励磁用信号、前記第２の検出信号、前記第２のダミー信号、前記第２の差信号

のいずれかからノイズを低減するための第２のノイズ低減信号を生成するステップと、生成さ

れた前記第２のノイズ低減信号を前記第２の差信号に加算して、前記第２の差信号が含むノイ

ズを低減した第２のノイズ減少信号を生成するステップと、前記第１のノイズ減少信号と前記

第２のノイズ減少信号とを加算するステップとを有することを特徴とする形態１５記載の渦

電流センサの出力信号処理方法という構成を採っている。 

 【００２７】 

 形態１７では、励磁用信号を入力されて第１、第２の磁場をそれぞれ生成可能な第１、第２

の励磁コイルと、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して、それぞれ第１、第２の検出信

号を出力可能な第１、第２の検出コイルと、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して、そ

れぞれ第１、第２のダミー信号を出力可能な第１、第２のダミーコイルとを有する渦電流セン

サが出力する前記第１、第２の検出信号と前記第１、第２のダミー信号とを処理する渦電流セ

ンサの出力信号処理方法において、前記第１の検出信号と前記第１のダミー信号の差である第

１の差信号を出力するステップと、前記第２の検出信号と前記第２のダミー信号の差である第

２の差信号を出力するステップと、前記第１の差信号と前記第２の差信号とを加算するステッ

プとを有することを特徴とする渦電流センサの出力信号処理方法という構成を採っている。 

【図面の簡単な説明】 

 【００２８】 

  【図１】図１は、本発明の一実施形態に係る研磨装置の全体構成を示す概略図である。 

  【図２】図２は、研磨テーブルと渦電流センサと半導体ウェハとの関係を示す平面図であ

る。 

  【図３Ａ】図３Ａは渦電流センサ組立体の構成を示すブロック図である。 

  【図３Ｂ】図３Ｂは渦電流センサ組立体の等価回路図である。 

  【図４】図４は、本実施形態の渦電流センサ組立体を示すブロック図である。 

  【図５】図５は、本実施形態の渦電流センサ５０におけるコイルの構成例を示す概略図で

ある。 

  【図６】図６は、他の実施形態における出力信号処理回路を示す概略図である。 

  【図７】図７は、抵抗ブリッジ回路を示す図である。 
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  【図８】図８は、他の実施形態の渦電流センサの構成例を示す概略図である。 

  【図９】図９は、渦電流センサにおける励磁コイルの接続例を示す概略図である。 

  【図１０】図１０は、渦電流センサによる磁場を示す図である。 

  【図１１】図１１は、他の実施形態における出力信号処理回路を示す概略図である。 

  【図１２】図１２は、図８に示す他の実施形態の渦電流センサの斜視図である。 

  【図１３】図１３は、デジタルシグナルプロセッサの内部の回路構成を示す概略図である

。 

  【図１４Ａ】図１４Ａは、渦電流センサの出力信号と、交流信号源の信号との間にある位

相差によって、直流信号がどのように変化するかを示す図である。 

  【図１４Ｂ】図１４Ｂは、渦電流センサの出力信号と、交流信号源の信号との間にある位

相差によって、直流信号がどのように変化するかを示す図である。 

  【図１４Ｃ】図１４Ｃは、渦電流センサの出力信号と、交流信号源の信号との間にある位

相差によって、直流信号がどのように変化するかを示す図である。 

  【図１４Ｄ】図１４Ｄは、渦電流センサの出力信号と、交流信号源の信号との間にある位

相差によって、直流信号がどのように変化するかを示す図である。 

  【図１５】図１５は、本発明の別の一実施形態に係る研磨装置の全体構成を示す概略図で

ある。 

  【図１６】図１６は、本実施形態の渦電流センサ組立体を示すブロック図である。 

  【図１７】図１７は、本実施形態のノイズキャンセリングの原理を示すブロック図である

。 

  【図１８】図１８は、渦電流センサの同期検波回路を示すブロック図である。 

  【図１９Ａ】図１９Ａは、渦電流センサにおける各コイルの接続例を示す概略図である。 

  【図１９Ｂ】図１９Ｂは、渦電流センサにおける各コイルの接続例を示す概略図である。 

  【図１９Ｃ】図１９Ｃは、渦電流センサにおける各コイルの接続例を示す概略図である。 

  【図２０】図２０は、図８に示す渦電流センサの斜視図と、接続例を示すブロック図であ

る。 

  【図２１】図２１は、図８に示す渦電流センサの斜視図と、接続例を示すブロック図であ

る。 

  【図２２】図２２は、検出コイルの出力信号に含まれるノイズと信号の強度分布を周波数

に対して示すスペクトルである。 

  【図２３】図２３は、検出コイルの出力信号に含まれるノイズと信号の強度分布を周波数

に対して示すスペクトルである。 

【発明を実施するための形態】 
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 【００２９】 

 以下、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。なお、以下の各実施形態におい

て、同一または相当する部材には同一符号を付して重複した説明を省略することがある。また

、各実施形態で示される特徴は、互いに矛盾しない限り他の実施形態にも適用可能である。 

 【００３０】 

 図１は、本発明の一実施形態に係る渦電流センサ５０が適用される研磨装置の全体構成を示

す概略図である。図１に示すように、研磨装置は、研磨テーブル１００と、研磨対象物である

半導体ウェハ等の基板を保持して研磨テーブル上の研磨面に押圧するトップリング(保持部)

１とを備えている。 

 【００３１】 

 研磨テーブル１００は、テーブル軸１００ａを介してその下方に配置される駆動部であるモ

ータ（図示せず）に連結されており、そのテーブル軸１００ａ周りに回転可能になっている。

研磨テーブル１００の上面には研磨パッド１０１が貼付されており、研磨パッド１０１の表面

１０１ａが半導体ウェハＷＨを研磨する研磨面を構成している。研磨テーブル１００の上方に

は研磨液供給ノズル１０２が設置されており、この研磨液供給ノズル１０２によって研磨テー

ブル１００上の研磨パッド１０１上に研磨液Ｑが供給されるようになっている。図１に示すよ

うに、研磨テーブル１００の内部には、渦電流センサ５０が埋設されている。 

 【００３２】 

 トップリング１は、半導体ウェハＷＨを研磨面１０１ａに対して押圧するトップリング本体

１４２と、半導体ウェハＷＨの外周縁を保持して半導体ウェハＷＨがトップリングから飛び出

さないようにするリテーナリング１４３とから基本的に構成されている。 

 【００３３】 

 トップリング１は、トップリングシャフト１１１に接続されており、このトップリングシャ

フト１１１は、上下動機構１２４によりトップリングヘッド１１０に対して上下動するように

なっている。このトップリングシャフト１１１の上下動により、トップリングヘッド１１０に

対してトップリング１の全体を昇降させ位置決めするようになっている。なお、トップリング

シャフト１１１の上端にはロータリージョイント１２５が取り付けられている。 

 【００３４】 

 トップリングシャフト１１１およびトップリング１を上下動させる上下動機構１２４は、軸

受１２６を介してトップリングシャフト１１１を回転可能に支持するブリッジ１２８と、ブリ

ッジ１２８に取り付けられたボールねじ１３２と、支柱１３０により支持された支持台１２９

と、支持台１２９上に設けられたサーボモータ１３８とを備えている。サーボモータ１３８を

支持する支持台１２９は、支柱１３０を介してトップリングヘッド１１０に固定されている。 
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 【００３５】 

 ボールねじ１３２は、サーボモータ１３８に連結されたねじ軸１３２ａと、このねじ軸１３

２ａが螺合するナット１３２ｂとを備えている。トップリングシャフト１１１は、ブリッジ１

２８と一体となって上下動するようになっている。したがって、サーボモータ１３８を駆動す

ると、ボールねじ１３２を介してブリッジ１２８が上下動し、これによりトップリングシャフ

ト１１１およびトップリング１が上下動する。 

 【００３６】 

 また、トップリングシャフト１１１はキー（図示せず）を介して回転筒１１２に連結されて

いる。この回転筒１１２はその外周部にタイミングプーリ１１３を備えている。トップリング

ヘッド１１０にはトップリング用モータ１１４が固定されており、上記タイミングプーリ１１

３は、タイミングベルト１１５を介してトップリング用モータ１１４に設けられたタイミング

プーリ１１６に接続されている。したがって、トップリング用モータ１１４を回転駆動するこ

とによってタイミングプーリ１１６、タイミングベルト１１５、およびタイミングプーリ１１

３を介して回転筒１１２およびトップリングシャフト１１１が一体に回転し、トップリング１

が回転する。なお、トップリングヘッド１１０は、フレーム（図示せず）に回転可能に支持さ

れたトップリングヘッドシャフト１１７によって支持されている。 

 【００３７】 

 図１に示すように構成された研磨装置において、トップリング１は、その下面に半導体ウェ

ハＷＨなどの基板を保持できるようになっている。トップリングヘッド１１０はトップリング

ヘッドシャフト１１７を中心として旋回可能に構成されており、下面に半導体ウェハＷＨを保

持したトップリング１は、トップリングヘッド１１０の旋回により半導体ウェハＷＨの受取位

置から研磨テーブル１００の上方に移動される。そして、トップリング１を下降させて半導体

ウェハＷＨを研磨パッド１０１の表面（研磨面）１０１ａに押圧する。このとき、トップリン

グ１および研磨テーブル１００をそれぞれ回転させ、研磨テーブル１００の上方に設けられた

研磨液供給ノズル１０２から研磨パッド１０１上に研磨液Qを供給する。このように、半導体

ウェハＷＨを研磨パッド１０１の研磨面１０１ａに摺接させて半導体ウェハＷＨの表面を研

磨する。 

 【００３８】 

 図２は、研磨テーブル１００と渦電流センサ５０と半導体ウェハＷＨとの関係を示す平面図

である。図２に示すように、渦電流センサ５０は、トップリング１に保持された研磨中の半導

体ウェハＷＨの中心Ｃｗを通過する位置に設置されている。研磨テーブル１００は回転中心１

６０の周りを回転する。例えば、渦電流センサ５０は、半導体ウェハＷＨの下方を通過してい

る間、通過軌跡（走査線）上で連続的に半導体ウェハＷＨのＣｕ層等の金属膜（導電性膜）を
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検出できるようになっている。 

 【００３９】 

 次に、本発明に係る研磨装置が備える渦電流センサ５０について、添付図面を用いてより詳

細に説明する。 

 【００４０】 

 図３Ａ，３Ｂは、渦電流センサ５０を含む渦電流センサ組立体の構成を示す図であり、図３

Ａは渦電流センサ組立体の構成を示すブロック図であり、図３Ｂは渦電流センサ組立体の等価

回路図である。図３Ａに示すように、渦電流センサ５０は、検出対象の金属膜（または導電性

膜）ｍｆの近傍に配置され、そのコイルに交流信号源５２が接続されている。ここで、検出対

象の金属膜（または導電性膜）ｍｆは、例えば半導体ウェハＷＨ上に形成されたＣｕ，Ａｌ，

Ａｕ，Ｗなどの薄膜である。渦電流センサ５０は、検出対象の金属膜（または導電性膜）に対

して、例えば１．０～４．０ｍｍ程度の近傍に配置される。コイルはフェライト等の磁性体（

図示せず）に通常、巻かれている。渦電流センサ５０は空芯コイルでもよい。 

 【００４１】 

 渦電流センサの信号検出には、金属膜（または導電性膜）ｍｆに渦電流が生じることにより

、インピーダンスが変化し、このインピーダンス変化から金属膜（または導電性膜）を検出す

るインピーダンスタイプと呼ばれるものがある。即ち、インピーダンスタイプでは、図３Ｂに

示す等価回路において、渦電流I２が変化することで、インピーダンスＺが変化し、信号源（固

定周波数発振器）５２から見たインピーダンスＺが変化すると、出力信号処理回路５４でこの

インピーダンスＺの変化を検出し、金属膜（または導電性膜）の変化を検出することができる

。 

 【００４２】 

 インピーダンスタイプの渦電流センサでは、信号出力Ｘ、Ｙ、位相、合成インピーダンスＺ

（＝Ｘ＋ｉＹ）、を取り出すことが可能である。インピーダンス成分Ｘ、Ｙ等から、金属膜（

または導電性膜）Ｃｕ，Ａｌ，Ａｕ，Ｗの膜厚に関する測定情報が得られる。渦電流センサ５

０は、図１に示すように研磨テーブル１００の内部の表面付近の位置に内蔵することができ、

研磨対象の半導体ウェハに対して研磨パッドを介して対面するように位置し、半導体ウェハ上

の金属膜（または導電性膜）に流れる渦電流から金属膜（または導電性膜）の変化を検出する

ことができる。 

 【００４３】 

 渦電流センサの周波数は、単一電波、ＡＭ変調電波、関数発生器の掃引出力等を用いること

ができ、金属膜の膜種に適合させて、感度の良い発振周波数や変調方式を選択することが好ま

しい。 
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 【００４４】 

 以下に、インピーダンスタイプの渦電流センサについて具体的に説明する。交流信号源５２

は、２～３０ＭＨｚ程度の固定周波数の発振器であり、例えば水晶発振器が用いられる。そし

て、交流信号源５２により供給される交流電圧により、渦電流センサ５０に電流Ｉ１が流れる

。金属膜（または導電性膜）ｍｆの近傍に配置された渦電流センサ５０に電流が流れることで

、この磁束が金属膜（または導電性膜）ｍｆと鎖交することでその間に相互インダクタンスＭ

が形成され、金属膜（または導電性膜）ｍｆ中に渦電流Ｉ２が流れる。ここでＲ１は渦電流セ

ンサを含む一次側の等価抵抗であり、Ｌ１は同様に渦電流センサを含む一次側の自己インダク

タンスである。金属膜（または導電性膜）ｍｆ側では、Ｒ２は渦電流損に相当する等価抵抗で

あり、Ｌ２はその自己インダクタンスである。交流信号源５２の端子ａ，ｂから渦電流センサ

側を見たインピーダンスＺは、金属膜（または導電性膜）ｍｆ中に形成される渦電流損の大き

さによって変化する。  

 【００４５】 

 図１は、渦電流センサ５０の出力信号処理回路５４も示す。図２に示すように、研磨装置の

研磨テーブル１００は矢印で示すようにその軸心１７０まわりに回転可能になっている。この

研磨テーブル１００内には、交流信号源５２および出力信号処理回路５４が埋め込まれている

。渦電流センサ５０と交流信号源５２および出力信号処理回路５４を一体型としてもよい。出

力信号処理回路５４の出力信号１７２は、研磨テーブル１００のテーブル軸１００ａ内を通り

、テーブル軸１００ａの軸端に設けられたロータリジョイント（図示せず）を経由して、出力

信号１７２により終点検出コントローラ２４６に接続されている。なお、交流信号源５２およ

び出力信号処理回路５４のうちの少なくとも一方を研磨テーブル１００外に配置してもよい。 

 【００４６】 

 図４に、渦電流センサ組立体１７４を示す。渦電流センサ組立体１７４は、渦電流センサ５

０と、渦電流センサ５０の出力信号１７６を処理する出力信号処理回路５４とを有する。出力

信号処理回路５４は、出力信号１７６と、所定の周波数の信号１８０が入力される。ミキサ回

路１７８は、入力された前記２つの信号（出力信号１７６と信号１８０）の乗算を行い、乗算

によって得られた出力信号１８２を出力する。出力信号処理回路５４は、さらにローパスフィ

ルタ１８４を有する。ローパスフィルタ１８４は、ミキサ回路１７８が出力する出力信号１８

２が入力されて、入力された出力信号１８２に含まれる高周波信号をカットして、少なくとも

直流信号を含む出力信号１８６を出力する。 

 【００４７】 

 渦電流センサ５０は、半導体ウェハＷＨ上の金属膜（または導電性膜）に渦電流を形成する

ための励磁コイルと、生成された渦電流を検出するための検出コイルとを有する。例えば、円
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筒状のフェライトコアに、励磁コイルと検出コイルが軸方向に配置される。励磁コイルは、交

流信号源５２に接続される。励磁コイルは、交流信号源５２より供給される電圧の形成する磁

界により、渦電流センサ５０の近傍に配置される半導体ウェハＷＨ上の金属膜（または導電性

膜）ｍｆに渦電流を形成する。フェライトコアの上側（金属膜（または導電性膜）側）には、

検出コイルが配置され、金属膜（または導電性膜）に形成される渦電流により発生する磁界を

検出する。図４は、励磁コイルは図示していない。ミキサ回路１７８には、交流信号源５２か

ら、励磁コイルに供給される電圧と同一の周波数を有する信号１８０が供給される。 

 【００４８】 

 ミキサ回路１７８は、アナログ乗算器もしくはデジタル乗算器である。ミキサ回路１７８は

、２つの同一（または異なる）周波数成分f1、f2の電圧信号を入力されて、両信号に対して乗

算の演算を行う回路である。ミキサ回路１７８は、混合器、混合回路、周波数混合器、周波数

混合回路、ミキサ、周波数変換器、周波数変換回路、周波数コンバータ等とも呼ばれる。ミキ

サ回路の用途は、入力された２つの信号を掛け合わせ、２つの信号が有するそれぞれの周波数

の和や差の周波数を取り出す（周波数変換を行う）ものである。入力された２つの信号が有す

るそれぞれの周波数が同一である場合は、２つの信号の位相差を取り出すことができる。 

 【００４９】 

 ミキサ回路１７８は、入力ポート１９８と、ローカルオシレータポート２００と、出力ポー

ト２０２を有する。入力ポート１９８に渦電流センサ５０からの出力信号１７６が入力される

。ローカルオシレータポート２００には、交流信号源５２からの信号１８０が入力される。出

力信号１７６と信号１８０は、同一周波数である。ミキサ回路１７８で出力信号１７６と信号

１８０を乗算した結果は、出力ポート２０２から出力される。出力ポート２０２が出力する出

力信号１８２は、ローパスフィルタ１８４に入力される。ローパスフィルタ１８４を通すこと

で、渦電流センサ５０が検出した出力信号１７６と、信号１８０との位相変化量（位相差）を

直流信号（出力信号１８６）として取り出す。ローパスフィルタのカットオフ周波数は、例え

ば０．１～１０Ｈｚの範囲で設定することができる。 

 【００５０】 

 ミキサ回路１７８の行う処理は次の通りである。出力信号１７６をA・sin(ωt＋θA)とする

。信号１８０をB・sin(ωt＋θB)とする。A,Bは、それぞれ出力信号１７６，信号１８０の振幅

（例えば、ｍｖ）、ωは周波数（1/ｓ）、tは時間(S)、θA、θBは、それぞれ出力信号１７６

，信号１８０の位相である。ミキサ回路１７８の出力信号１８２は、以下のようになる。A・s

in(ωt＋θA)・B・sin(ωt＋θB) ＝ (1/2)A・B・cos(ωt＋θA ＋ωt＋θB)＋（1/2）A・B

・ cos（ωt＋θA －ωt－θB)＝ (1/2)A・B・cos(2ωt＋θA ＋θB)＋(1/2)A・B・ cos（θA 

－θB)である。この信号をローパスフィルタ１８４に入力すると、上式の第１項は除去されて
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、ローパスフィルタ１８４の出力信号１８６は、上式の第２項(1/2)A・B・ cos（θA －θB)

 すなわち、直流信号となる。 

 【００５１】 

 本実施形態では、渦電流センサ５０の出力信号１７６が抵抗ブリッジ回路を介さずに、ミキ

サ回路１７８に接続されている。温度変化の影響受けやすい抵抗ブリッジ回路を用いていない

ため、周囲環境の変化に対して従来よりも影響を受けにくい渦電流センサ５０の出力信号処理

回路５４を提供できる。 

 【００５２】 

 また、特開２０１１－２３５７９号では、その図６に示すように、抵抗ブリッジ回路の端子

で検出された信号は、高周波アンプおよび位相シフト回路を経て、ｃｏｓ同期検波回路および

ｓｉｎ同期検波回路からなる同期検波部により検出信号のｃｏｓ成分とｓｉｎ成分とが取り

出される。同期検波された信号は、ローパスフィルタにより、信号成分以上の不要な高周波成

分が除去される。このため、コイルが出力する高周波出力は、長い処理ステップを経た後に低

周波信号となる。高周波信号であるステップが多いため、従来は信号にノイズが多くなる。 

 【００５３】 

 本実施形態では、渦電流センサ５０のコイルが出力する高周波出力（出力信号１７６）は、

ミキサ回路１７８とローパスフィルタ１８４により低周波信号（出力信号１８６）となる。出

力信号１７６が高周波信号であるステップ数が少ないため、従来と比較して出力信号１８６は

ノイズが少なくなる。すなわち、周囲の影響を受けやすい高周波信号から、取り扱いやすい直

流信号に早い段階（少ないステップ）で変換されるため、安定した信号測定を行うことができ

る。 

 【００５４】 

 図４において、信号１８０と出力信号１７６を比較したときに、２つの信号間で位相変化が

大きく、振幅変化が小さい場合は、位相変化により膜厚を測定することが好ましい。２つの信

号間で位相変化が小さく、振幅変化が小さい場合は、振幅変化により膜厚を測定することが好

ましい。２つの信号間で位相変化が大きく、振幅変化も大きい場合は、位相変化と振幅変化に

より膜厚を測定することが好ましい。また、信号１８０は、正弦波でなくてもよい。例えば、

出力信号１７６と同一の周波数の矩形波を用いてもよい。さらに、出力信号１７６と信号１８

０の周波数は厳密に同一でなくても、実質的に同一であればよい。出力信号１７６と信号１８

０の周波数のずれが大きい場合、出力信号１７６と信号１８０の周波数のうちの少なくとも一

方の周波数を、周波数調整回路により調整した後に、ミキサ回路１７８に入力してもよい。 

 【００５５】 

 次に、本発明の別の実施形態について説明する。図５は、本実施形態の渦電流センサ５０に
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おけるコイルの構成例を示す概略図である。本形態では、渦電流センサ５０は、金属膜（また

は導電性膜）に渦電流を形成するための励磁コイル７２と、金属膜（または導電性膜）の渦電

流を検出するための検出コイル７３と、ダミーコイル７４とを有する。渦電流センサ５０は、

フェライトコア７１に巻回された３層のコイル、励磁コイル７２，検出コイル７３，ダミーコ

イル７４により構成されている。なお、渦電流センサ５０の構造としては、図４，５，８に示

す構造に限られず、任意の構造を採用することができる。 

 【００５６】 

 ここで中央の励磁コイル７２は、交流信号源５２に接続される。この励磁コイル７２は、交

流信号源５２より供給される電圧の形成する磁界により、半導体ウェハＷＨの近傍に配置され

る半導体ウェハＷＨ上の金属膜（または導電性膜）ｍｆに渦電流を形成する。フェライトコア

７１の上側（金属膜（または導電性膜）側）には、検出コイル７３が配置され、金属膜（また

は導電性膜）に形成される渦電流により発生する磁界を検出する。そして、励磁コイル７２の

検出コイル７３と反対側にはダミーコイル７４が配置されている。励磁コイル７２、検出コイ

ル７３、ダミーコイル７４は例えば、同じターン数（１～２０ｔ）のコイルである。ダミーコ

イル７４を設ける理由は、金属膜（または導電性膜）が存在しないときには、出力信号処理回

路５４の出力がゼロとなるように調整可能とするためである。 

 【００５７】 

 図６は、本実施形態における出力信号処理回路５４を示す概略図である。渦電流センサ５０

は、出力信号１７６（第１の出力信号）、出力信号１８８（第２の出力信号）をそれぞれ出力

する検出コイル７３（第１のコイル）、ダミーコイル７４（第２のコイル）を有する。出力信

号処理回路５４は、渦電流センサ５０が出力する出力信号１８２、出力信号１８８を処理する

。出力信号処理回路５４は、出力信号１７６と、交流信号源５２が出力する所定の周波数の信

号１８０が入力されて、入力された２つの出力信号１７６、信号１８０の乗算を行い、乗算に

よって得られた出力信号１８２を出力するミキサ回路１７８１（第１のミキサ回路）と、ミキ

サ回路１７８１が出力する出力信号１８２が入力されて、入力された出力信号１８２に含まれ

る高周波信号をカットして、少なくとも直流信号を含む出力信号１８６１を出力するローパス

フィルタ１８４１（第１のローパスフィルタ）を有する。 

 【００５８】 

 出力信号処理回路５４は、さらに出力信号１８８と、交流信号源５２が出力する所定の周波

数の信号１８０が入力されて、入力された出力信号１８８と信号１８０の乗算を行い、乗算に

よって得られた出力信号１９０を出力するミキサ回路１７８２（第２のミキサ回路）と、ミキ

サ回路１７８２が出力する出力信号１９０が入力されて、入力された出力信号１９０に含まれ

る高周波信号をカットして、少なくとも直流信号を含む出力信号１８６２を出力するローパス
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フィルタ１８４２（第２のローパスフィルタ）とを有する。 

 【００５９】 

 出力信号処理回路５４は、さらにローパスフィルタ１８４１が出力する出力信号１８６１と

ローパスフィルタ１８４２が出力する出力信号１８６２が入力されて、入力された２つの出力

信号１８６１と出力信号１８６２の差を求めて、得られた差を出力する第１の減算回路１９６

１（減算回路）とを有する。 

 【００６０】 

 また、出力信号処理回路５４は、ローパスフィルタ１８４１が出力する出力信号１８６１（

直流信号）が入力されて、入力された出力信号１８６１の振幅の大きさを調整して、調整後の

直流信号１９２１を出力する第１の調整回路１９４１と、ローパスフィルタ１８４２が出力す

る出力信号１８６２（直流信号）が入力されて、入力された出力信号１８６２の振幅の大きさ

を調整して、調整後の直流信号１９２２を出力する第２の調整回路１９４２とを有し、さらに

第１の調整回路１９４１が出力する調整後の直流信号１９２１と、第2の調整回路１９４２が

出力する調整後の直流信号１９２２の差を求めて、得られた差を出力する第１の減算回路１９

６１（減算回路）とを有してもよい。 

 【００６１】 

 本実施形態でも、渦電流センサ５０の出力信号１７６，出力信号１８８が抵抗ブリッジ回路

を介さずに、ミキサ回路１７８１，ミキサ回路１７８２に接続されている。温度変化の影響受

けやすい抵抗ブリッジ回路を用いていないため、周囲環境の変化に対して従来よりも影響を受

けにくい渦電流センサの出力信号処理回路５４を提供できる。 

 【００６２】 

 本形態では第１の減算回路１９６１により、膜厚変化に対応した微小な信号変化を２個のコ

イルを用いて取り出すという従来のブリッジ回路を用いた検出方法と同様なことができる。す

なわち、２つの直流信号の差を求めて、膜厚変化に対応した微小な信号変化分のみを検出する

ことが可能である。 

 【００６３】 

 ここで、比較例としてのブリッジ回路を用いた検出方法を図７により説明する。図７に示す

ように、３個の励磁コイル７２，検出コイル７３，ダミーコイル７４のうちの検出コイル７３

とダミーコイル７４は直列回路を構成する。その両端は、可変抵抗２０６と可変抵抗２０８と

固定抵抗２１０を含む抵抗ブリッジ回路２０４に接続されている。抵抗ブリッジ回路２０４の

可変抵抗２０６と可変抵抗２０８でバランスの調整を行うことで、膜厚がゼロのときに、抵抗

ブリッジ回路２０４の出力がゼロになるようにゼロ点の調整が可能である。抵抗ブリッジ回路

２０４の出力は、図７に示すように、同期検波回路２１４に入力される。同期検波回路２１４
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は、入力された信号から、膜厚の変化に伴う抵抗成分（Ｒ）、リアクタンス成分（Ｘ）、振幅

出力（Ｚ）および位相出力（ｔａｎ－１Ｒ／Ｘ）を取り出す。この回路には、抵抗が有する浮遊

容量２１２が発生する。 

 【００６４】 

 可変抵抗２０６、可変抵抗２０８の抵抗値の調整量、すなわち、ゼロ点調整時の抵抗値調整

量はブリッジ回路を構成する抵抗値全体の大きさに比べて非常に小さい。その結果、抵抗値全

体の温度変化量は、ゼロ点調整量と比べると、無視できない量である。温度変化による抵抗値

の変化や、抵抗が有する浮遊容量等のために、抵抗の周囲環境の変化に対して抵抗ブリッジ回

路２０４の特性が敏感に影響を受ける。この結果、上述のゼロ点がシフトしやすく、膜厚の測

定精度が低下するという問題がある。 

 【００６５】 

 図６の説明に戻る。第１の減算回路１９６１は、第１の調整回路１９４１が出力する直流信

号１９２１と第２の調整回路１９４２が出力する直流信号１９２２が入力されて、入力された

２つの直流信号１９２１、直流信号１９２２の差を求めて、得られた差を出力する。第１の調

整回路１９４１、第２の調整回路１９４２を設ける理由は、次の通りである。 

 【００６６】 

 調整回路と減算回路により、膜厚変化に対応した微小な信号変化を２個のコイル（検出コイ

ル７３，ダミーコイル７４）を用いて取り出すという従来の抵抗ブリッジ回路を用いた検出方

法と同等の性能を維持することができる。すなわち、少なくとも１個のコイル（ただし、図６

では２個の検出コイル７３，ダミーコイル７４）からの位相検波信号のレベルを調整回路によ

り調整した後に減算して、膜厚変化に対応した微小な信号変化分のみを検出する。調整回路に

より、調整回路が無い場合と比べてゼロ点調整の精度を改善することができる。これにより、

既述のゼロ点からの信号の微弱変化を取り出すことができる。第１の調整回路１９４１、第２

の調整回路１９４２のうちの一方のみを設けることとしてもよい。なぜならば、一方の調整回

路のみでも、位相検波信号のレベルを調整回路により調整して、ゼロ点調整が可能な場合があ

るからである。 

 【００６７】 

 第１の調整回路１９４１と第２の調整回路１９４２は、例えばアッテネータである。アッテ

ネータとは、アッテネータに入力される信号を適切な信号レベル（振幅）に減衰させる回路素

子および装置をいう。第１の調整回路１９４１と第２の調整回路１９４２は、例えば増幅器で

もよい。第１の調整回路１９４１、第２の調整回路１９４２を設ける理由としては、コイルの

特性に起因した理由以外に、以下もある。 

 【００６８】 
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 ミキサ回路やローパスフィルタは、入力信号の振幅を増幅または減衰して出力する場合があ

る。その場合は、ミキサ回路やローパスフィルタの出力の振幅を調整するために、第１の調整

回路１９４１と第２の調整回路１９４２が必要となる場合がある。 

 【００６９】 

 次に、本発明の別の実施形態について説明する。図８、９は、本実施形態の渦電流センサ５

０の構成例及び渦電流センサにおける励磁コイルの接続例を示す概略図である。導電性膜が形

成された基板の近傍に配置される渦電流センサ５０は、ポットコア６０と、６個のコイル８６

０，８６２、８６４，８６６、８６８、８７０により構成されている。磁性体であるポットコ

ア６０は、底面部６１ａ（底部磁性体）と、底面部６１ａの中央に設けられた磁心部６１ｂ（

中央磁性体）と、底面部６１ａの周辺部に設けられた周壁部６１ｃ（周辺部磁性体）とを有す

る。周壁部６１ｃは、磁心部６１ｂを囲うように底面部６１ａの周辺部に設けられる壁部であ

る。本実施形態では、底面部６１ａは、円形のディスク形状であり、磁心部６１ｂは、中実な

円柱形状であり、周壁部６１ｃは、底面部６１ａを囲うシリンダ形状である。 

 【００７０】 

 前記６個のコイル８６０，８６２、８６４，８６６、８６８、８７０のうち中央のコイル８

６０，８６２は、交流信号源５２に接続される励磁コイルである。この励磁コイル８６０，８

６２は、交流信号源５２より供給される電圧の形成する磁界により、近傍に配置される半導体

ウェハＷ上の金属膜（または導電性膜）ｍｆに渦電流を形成する。励磁コイル８６０，８６２

の金属膜側には、検出コイル８６４，８６６が配置され、金属膜に形成される渦電流により発

生する磁界を検出する。励磁コイル８６０，８６２を挟んで検出コイル８６４，８６６と反対

側にはダミーコイル８６８、８７０が配置されている。 

 【００７１】 

 励磁コイル８６０は、磁心部６１ｂの外周に配置され、磁場を生成可能な内部コイルであり

、導電性膜に渦電流を形成する。励磁コイル８６２は、周壁部６１ｃの外周に配置され、磁場

を生成可能な外部コイルであり、導電性膜に渦電流を形成する。検出コイル８６４は、磁心部

６１ｂの外周に配置され、磁場を検出可能であり、導電性膜に形成される渦電流を検出する。

検出コイル８６６は、周壁部６１ｃの外周に配置され、磁場を検出可能であり、導電性膜に形

成される渦電流を検出する。 

 【００７２】 

 渦電流センサは、導電性膜に形成される渦電流を検出するダミーコイル８６８、８７０を有

する。ダミーコイル８６８は、磁心部６１ｂの外周に配置され、磁場を検出可能である。ダミ

ーコイル８７０は、周壁部６１ｃの外周に配置され、磁場を検出可能である。検出コイルとダ

ミーコイルは、本実施形態では、底面部６１ａの外周および周壁部６１ｃの外周に配置されて
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いるが、検出コイルとダミーコイルは、底面部６１ａの外周および周壁部６１ｃの外周の一方

のみに配置してもよい。 

 【００７３】 

 磁心部６１ｂの軸方向は、基板上の導電性膜に直交し、検出コイル８６４，８６６と励磁コ

イル８６０，８６２とダミーコイル８６８，８７０は、磁心部６１ｂの軸方向に異なる位置に

配置され、かつ磁心部６１ｂの軸方向に、基板上の導電性膜に近い位置から遠い位置に向かっ

て、検出コイル８６４，８６６、励磁コイル８６０，８６２、ダミーコイル８６８，８７０の

順に配置される。検出コイル８６４，８６６、励磁コイル８６０，８６２、ダミーコイル８６

８，８７０からは、それぞれ、外部と接続するためのリード線（図１１に示す）が出ている。 

 【００７４】 

 図８は、磁心部６１ｂの中心軸８７２を通る平面における断面図である。磁性体であるポッ

トコア６０は、円板形状の底面部６１ａと、底面部６１ａの中央に設けられた円柱形状の磁心

部６１ｂと、底面部６１ａの周囲に設けられた円筒形状の周壁部６１ｃとを有する。ポットコ

ア６０の寸法の１例としては、底面部６１ａの直径ＬＥ１は約１ｃｍ～５ｃｍ、渦電流センサ

５０の高さＬＥ２は約１ｃｍから５ｃｍである。周壁部６１ｃの外径は、図１８では高さ方向

に同一である円筒形状であるが、底面部６１ａから離れる方向に、すなわち先端に向かって細

くなる先細形状(テーパ形状)でもよい。 

 【００７５】 

 検出コイル８６４，８６６、励磁コイル８６０，８６２、ダミーコイル８６８，８７０に使

用される導線は、銅、マンガニン線、又はニクロム線である。マンガニン線やニクロム線を使

用することにより、電気抵抗等の温度変化が少なくなり、温度特性が良くなる。 

 【００７６】 

 本実施形態では、フェライト等からなる磁心部６１ｂの外側と、周壁部６１ｃの外側に線材

を巻き付けて、励磁コイル８６０，８６２を形成しているために、計測対象物に流れる渦電流

密度を上げることができる。また、検出コイル８６４，８６６も磁心部６１ｂの外側と、周壁

部６１ｃの外側に形成しているために、生成された逆磁場（鎖交磁束）を効率的に収集できる

。 

 【００７７】 

 計測対象物に流れる渦電流密度を上げるために、本実施形態では、さらに、励磁コイル８６

０と励磁コイル８６２は、図９に示すように、並列に接続する。すなわち、内部コイルと外部

コイルは電気的に並列に接続される。並列に接続する理由は、以下のとおりである。並列に接

続すると、直列に接続した場合よりも、励磁コイル８６０と励磁コイル８６２に印加できる電

圧が増加して、励磁コイル８６０と励磁コイル８６２に流れる電流が増加する。このため、磁
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場が大きくなる。また、直列に接続すると、回路のインダクタンスが増加して、回路の周波数

が低下する。必要な高周波を励磁コイル８６０，８６２に印可することが困難になる。矢印８

７４は、励磁コイル８６０と励磁コイル８６２に流れる電流の向きを示す。 

 【００７８】 

 励磁コイル８６０と励磁コイル８６２は、図９に示すように、励磁コイル８６０と励磁コイ

ル８６２の磁場方向が同じになるように接続する。すなわち、電流は励磁コイル８６０と励磁

コイル８６２で異なる方向に流す。磁場８７６は、内側の励磁コイル８６０が生成する磁場で

あり、磁場８７８は、外側の励磁コイル８６２が生成する磁場である。図１０に示すように、

励磁コイル８６０と励磁コイル８６２の磁場方向は同じである。すなわち、内部コイルが磁心

部６１ｂ内に生成する磁場の方向と、外部コイルが磁心部６１ｂ内に生成する磁場の方向は同

じである。 

 【００７９】 

 領域８８０に示す磁場８７６と磁場８７８は、同じ向きであるために、２つの磁場が加算さ

れて大きくなる。従来のような励磁コイル８６０による磁場８７６のみが存在する場合に比べ

て、本実施形態では励磁コイル８６２による磁場８７８分だけ、磁場が大きくなる。 

 【００８０】 

 検出コイル８６４，励磁コイル８６０，ダミーコイル８６８は、図５の検出コイル７３，励

磁コイル７２，ダミーコイル７４に対応する。検出コイル８６６，励磁コイル８６２，ダミー

コイル８７０は、図５の検出コイル７３，励磁コイル７２，ダミーコイル７４に対応する。す

なわち、図１０の渦電流センサは、図５の渦電流センサを同心状に２個配置した構造をしてい

る。これに伴い、図１０の渦電流センサに対応した出力信号処理回路５４は、図６に示す出力

信号処理回路５４を２個有するものが好ましい。 

 【００８１】 

 図１０の渦電流センサに対応した出力信号処理回路５４の一例を図１１に示す。渦電流セン

サ５０は、出力信号１７６（第１の出力信号）、出力信号１８８（第２の出力信号）をそれぞ

れ出力する検出コイル８６４（第１のコイル）、ダミーコイル８６８（第２のコイル）を有す

る。渦電流センサ５０は、第３の出力信号１７６１、第４の出力信号１８８１をそれぞれ出力

する検出コイル８６６（第３のコイル）、ダミーコイル８７０（第４のコイル）を有する。 

 【００８２】 

 第１の出力信号と第２の出力信号に関するミキサ回路１７８１，ミキサ回路１７８２，ロー

パスフィルタ１８４１，ローパスフィルタ１８４２の処理は、既述の通りであるから説明を省

略する。 

 【００８３】 
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 出力信号処理回路５４は、第３の出力信号１７６１と、交流信号源５２が出力する所定の周

波数の信号１８０が入力されて、入力された２つの信号の乗算を行い、乗算によって得られた

出力信号１８２１を出力する第３のミキサ回路１７８３と、第３のミキサ回路１７８３が出力

する出力信号１８２１が入力されて、入力された出力信号１８２１に含まれる高周波信号をカ

ットして、少なくとも直流信号を含む出力信号１８６３を出力する第３のローパスフィルタ１

８４３を有する。 

 【００８４】 

 出力信号処理回路５４は、第４の出力信号１８８１と、交流信号源５２が出力する所定の周

波数の信号１８０が入力されて、入力された２つの信号の乗算を行い、乗算によって得られた

出力信号１９０１を出力する第４のミキサ回路１７８４と、第４のミキサ回路１７８４が出力

する出力信号１９０１が入力されて、入力された出力信号１９０１に含まれる高周波信号をカ

ットして、少なくとも直流信号を含む出力信号１８６４を出力する第４のローパスフィルタ１

８４４を有する。 

 【００８５】 

 デジタルシグナルプロセッサ２１６の内部構成を図１３に示す。出力信号処理回路５４は、

第３のローパスフィルタ１８４３が出力する出力信号１８６３と第４のローパスフィルタ１

８４４が出力する出力信号１８６４が入力されて、入力された２つの直流信号の差２２２２を

求めて、得られた差２２２２を出力する第２の減算回路１９６２と、第１の減算回路１９６１

が出力する差２２２１と第２の減算回路１９６２が出力する差２２２２が入力されて、入力さ

れた２つの差を加算してまたは２つの差の差を求めて、得られた和または差を出力信号１７２

として出力する加算回路２２４とを有する。 

 【００８６】 

 本実施形態では、デジタルシグナルプロセッサ２１６（digital signal processor：ＤＳＰ

）が、第１、第２、第３、第４の調整回路、第１、第２の減算回路、加算回路の機能を有する

。すなわち、デジタルシグナルプロセッサ２１６は、第３のローパスフィルタ１８４３が出力

する出力信号１８６３（直流信号）が入力されて、入力された出力信号１８６３の振幅の大き

さを調整して、調整後の直流信号を出力する第３の調整回路１９４３と、第４のローパスフィ

ルタ１８４４が出力する出力信号１８６４（直流信号）が入力されて、入力された出力信号１

８６４の振幅の大きさを調整して、調整後の直流信号１９２４を出力する第４の調整回路１９

４４を有してもよい。デジタルシグナルプロセッサ２１６は、デジタル信号処理に適したマイ

クロプロセッサである。第１、第２、第３、第４の調整回路、第１、第２の減算回路、加算回

路のうちの少なくとも１つをアナログ回路またはデジタル回路として独立に設けてもよい。 

 【００８７】 
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 本実施形態では、図５に示す２個のコイルを有するコイル組立に加えて、さらに、２個のコ

イルを有するコイル組立を有する。すなわち、２個のコイルの組み合わせを２組有する。組み

合わせを２組有するため、２組により得られた２つの直流信号の差を加算してまたは２つの直

流信号の差の差を求めることにより、測定精度が向上する。測定精度が向上する理由は以下の

とおりである。加算する場合は、信号出力が大きくなるために、より小さな信号変化、すなわ

ち、より小さな膜厚変化を検知できるので測定精度が向上する。 

 【００８８】 

 差を求める場合は例えば、一方の組み合わせが他方の組み合わせよりも、広い領域の膜厚を

測定できるようにする。このとき、一方の組み合わせの出力から他方の組み合わせの出力を減

算することにより、広い領域の膜厚の影響を低減して、狭い領域の膜厚の変化のみを、より正

確に測定することができる。すなわち測定の空間的精度を改善することができる。 

 【００８９】 

 図８に示す渦電流センサの斜視図を図１２に示す。図１２では理解の容易のために、上面２

１８が上面２２０の上方にあるが、上面２１８と上面２２０は、図８に示すように同一水平面

にある。図１２では、コイル組立体が２組あるが、コイル組立体が３組以上あってもよい。コ

イル組立体が２組以上ある場合、コイル組立体が１組の場合に比べて、膜厚の測定数が増える

ために、測定精度（Ｓ／Ｎ比）が向上する。 

 【００９０】 

 本実施形態でも、渦電流センサの出力信号が抵抗ブリッジ回路を介さずに、ミキサ回路に接

続されている。温度変化の影響受けやすい抵抗ブリッジ回路を用いていないため、周囲環境の

変化に対して従来よりも影響を受けにくい渦電流センサの出力信号処理回路を提供できる。 

 【００９１】 

 本形態では減算回路により、膜厚変化に対応した微小な信号変化を２個のコイルを用いて取

り出すという従来のブリッジ回路を用いた検出方法と同様なことができる。すなわち、２つの

直流信号の差を求めて、膜厚変化に対応した微小な信号変化分のみを検出することが可能であ

る。 

 【００９２】 

 乗算回路および減算回路は、乗算および減算した結果に所定の定数（定数は、１、１より小

、１より大のいずれでもよい）を掛けた、すなわち増幅した出力信号を出力する回路でもよい

。 

 【００９３】 

 図１４Ａ、１４Ｂ、１４Ｃ、１４Ｄに、渦電流センサ５０の出力信号１７６（図４に示す）

と、交流信号源５２の信号１８０との間にある位相差によって、直流信号である出力信号１８
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６がどのように変化するかを示す。図１４Ａ、１４Ｂ、１４Ｃ、１４Ｄは、位相差がそれぞれ

０度、３０度，６０度，９０度の場合である。位相差が大きくなるに伴い、出力信号１８６が

小さくなる。図の横軸は時間（ｓ）であり、縦軸は、振幅（ｍｖ）である。 

 【００９４】 

 次に、渦電流センサの出力信号処理方法について説明する。図４において、渦電流センサ５

０の出力信号１７６と、交流信号源５２の信号１８０をミキサ回路１７８に入力する。ミキサ

回路１７８によって２つの信号の乗算を行い、乗算によって得られた出力信号１８２を出力す

る。ミキサ回路１７８が出力する出力信号１８２をローパスフィルタ１８４に入力して、高周

波信号をカットして、少なくとも直流信号１８６を出力する。 

 【００９５】 

 次に、渦電流センサの別の出力信号処理方法について説明する。図６において、第１、第２

の出力信号１７６，１８８をそれぞれ出力する第１、第２のコイル７３，７４を有する渦電流

センサ５０が出力する第１、第２の出力信号１７６，１８８を処理する。 

 【００９６】 

 第１の出力信号１７６と、交流信号源５２の信号１８０を第１のミキサ回路１７８１に入力

して、第１のミキサ回路１７８１によって２つの信号の乗算を行い、乗算によって得られた出

力信号１８２を出力する。第１のミキサ回路１７８１が出力する出力信号１８２を第１のロー

パスフィルタ１８４１に入力して、第１のローパスフィルタ１８４１によって、出力信号１８

２に含まれる高周波信号をカットして、少なくとも直流信号１８６１を出力する。 

 【００９７】 

 第２の出力信号１８８と、交流信号源５２の信号１８０を第２のミキサ回路１７８２に入力

して、第２のミキサ回路１７８２によって２つの信号の乗算を行い、乗算によって得られた出

力信号１９０を出力する。第２のミキサ回路１７８２が出力する出力信号１９０を第２のロー

パスフィルタ１８４２に入力して、第２のローパスフィルタ１８４２によって、出力信号１９

０に含まれる高周波信号をカットして、少なくとも直流信号１８６２を出力する。 

 【００９８】 

 第１のローパスフィルタ１８４１が出力する直流信号１８６１と第２のローパスフィルタ

１８４２が出力する直流信号１８６２を第１の減算回路１９６１に入力して、第１の減算回路

１９６１によって、２つの直流信号の差１７２を求めて、得られた差１７２を出力する。 

 【００９９】 

 次に、渦電流センサの別の出力信号処理方法について説明する。図１１において、渦電流セ

ンサは、第３、第４の出力信号１７６１，１８８１をそれぞれ出力する第３、第４のコイル８

６６，８７０を有する。第３の出力信号１７６１と、交流信号源５２の信号１８０を第３のミ
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キサ回路１７８３に入力して、第３のミキサ回路１７８３によって２つの信号の乗算を行い、

乗算によって得られた出力信号１８２１を出力する。 

 【０１００】 

 第３のミキサ回路１７８３の出力信号１８２１を第３のローパスフィルタ１８４３に入力

して、第３のローパスフィルタ１８４３によって、出力信号１８２１に含まれる高周波信号を

カットして、少なくとも直流信号１８６３を出力する。第４の出力信号１８８１と、交流信号

源５２の信号１８０を第４のミキサ回路１７８４に入力して、第４のミキサ回路１７８４によ

って２つの信号の乗算を行い、乗算によって得られた出力信号１９０１を出力する。 

 【０１０１】 

 第４のミキサ回路１７８４の出力信号１９０１を第４のローパスフィルタ１８４４に入力

して、第４のローパスフィルタ１８４４によって、出力信号１９０１に含まれる高周波信号を

カットして、少なくとも直流信号１８６４を出力する。第３のローパスフィルタ１８４３が出

力する直流信号１８６３と第４のローパスフィルタ１８４４が出力する直流信号１８６４を

第２の減算回路１９６２に入力して、第２の減算回路１９６２によって、２つの直流信号１８

６３，１８６４の差２２２２を求めて、得られた差２２２２を出力する。第１の減算回路１９

６１が出力する差２２２１と第２の減算回路１９６２が出力する差２２２２を加算回路２２

４に入力する。加算回路２２４によって、２つの差２２２１，２２２２を加算してまたは２つ

の差２２２１，２２２２の差を求めて、得られた和１７２または差１７２を出力する。 

 【０１０２】 

 渦電流センサ５０によって得られた膜厚に基づいて、研磨装置の各部を制御する方法につい

て以下説明する。図１に示すように、渦電流センサ５０は、終点検出コントローラ２４６に接

続され、終点検出コントローラ２４６は、機器制御コントローラ２４８に接続されている。渦

電流センサ５０の出力信号は、終点検出コントローラ２４６に送られる。終点検出コントロー

ラ２４６は、渦電流センサ５０の出力信号に対して必要な処理（演算処理・補正）を施してモ

ニタリング信号（終点検出コントローラ２４６によって補正された膜厚データ）を生成する。

機器制御コントローラ２４８は、補正された膜厚データに基づいて、トップリング用モータ１

１４、研磨テーブル１００用モータ（図示しない）等を制御する。 

 【０１０３】 

 図１５は、本発明の別の一実施形態に係る渦電流センサ５０が適用される研磨装置の全体構

成を示す概略図である。図１５に示すように、研磨装置は、研磨テーブル１００と、研磨対象

物である半導体ウェハ等の基板を保持して研磨テーブル上の研磨面に押圧するトップリング(

保持部)１とを備えている。 

 【０１０４】 



- 26 - 

 研磨テーブル１００は、テーブル軸１７０を介してその下方に配置される駆動部であるモー

タ（図示せず）に連結されており、そのテーブル軸１７０周りに回転可能になっている。研磨

テーブル１００の上面には研磨パッド１０１が貼付されており、研磨パッド１０１の表面１０

１ａが半導体ウェハＷＨを研磨する研磨面を構成している。研磨テーブル１００の上方には研

磨液供給ノズル１０２が設置されており、この研磨液供給ノズル１０２によって研磨テーブル

１００上の研磨パッド１０１上に研磨液Ｑが供給されるようになっている。図１５に示すよう

に、研磨テーブル１００の内部には、渦電流センサ５０が埋設されている。 

 【０１０５】 

 以下に、本実施形態におけるインピーダンスタイプの渦電流センサについて具体的に説明す

る。交流信号源５２は、２～３０ＭＨｚ程度の固定周波数の発振器２６０（図１６を参照）を

有する。発振器２６０は、例えば水晶発振器である。そして、交流信号源５２により供給され

る交流電圧により、渦電流センサ５０に電流Ｉ１が流れる。金属膜（または導電性膜）ｍｆの

近傍に配置された渦電流センサ５０に電流が流れることで、この磁束が金属膜（または導電性

膜）ｍｆと鎖交することでその間に相互インダクタンスＭが形成され、金属膜（または導電性

膜）ｍｆ中に渦電流Ｉ２が流れる。ここでＲ１は渦電流センサを含む一次側の等価抵抗であり

、Ｌ１は同様に渦電流センサを含む一次側の自己インダクタンスである。金属膜（または導電

性膜）ｍｆ側では、Ｒ２は渦電流損に相当する等価抵抗であり、Ｌ２はその自己インダクタン

スである。交流信号源５２の端子ａ，ｂから渦電流センサ側を見たインピーダンスＺは、金属

膜（または導電性膜）ｍｆ中に形成される渦電流損の大きさによって変化する。 

 【０１０６】 

 図１５は、渦電流センサ５０の出力信号処理回路５４も示す。図２に示すように、研磨装置

の研磨テーブル１００は矢印で示すようにその軸心１７０まわりに回転可能になっている。こ

の研磨テーブル１００内には、交流信号源５２および出力信号処理回路５４が埋め込まれてい

る。渦電流センサ５０と交流信号源５２および出力信号処理回路５４を一体型としてもよい。

出力信号処理回路５４の出力信号１７２は、研磨テーブル１００のテーブル軸１００ａ内を通

り、テーブル軸１００ａの軸端に設けられたロータリジョイント（図示せず）を経由して、出

力信号１７２により終点検出コントローラ２４６に接続されている。なお、交流信号源５２お

よび出力信号処理回路５４のうちの少なくとも一方を研磨テーブル１００外に配置してもよ

い。 

 【０１０７】 

 図１６に、渦電流センサ組立体１７４を示す。渦電流センサ組立体１７４は、渦電流センサ

５０と、渦電流センサ５０の出力信号１７６を処理する出力信号処理回路５４とを有する。渦

電流センサ５０は、励磁用信号２５０を入力されて磁場３０８（図１９Ａ参照）を生成可能な



- 27 - 

励磁コイル７２と、磁場３０８を検出して出力信号１７６（検出信号）を出力可能な検出コイ

ル７３とを有する。出力信号処理回路５４は、励磁用信号２５０または出力信号１７６からノ

イズを低減するためのノイズ低減信号２５２を生成可能な生成回路２５４と、生成回路２５４

において生成されたノイズ低減信号２５２を出力信号１７６に加算して、出力信号１７６が含

むノイズを低減したノイズ減少信号２５６を生成可能な加算回路２５８とを有する。本実施形

態では、生成回路２５４は、検出コイル７３の出力信号１７６からノイズ低減信号２５２を生

成する。本実施形態では、出力信号１７６をフィルタ２６６と増幅器２６８により信号処理し

ている。生成回路２５４は、信号処理後の出力信号１７６からノイズ低減信号２５２を生成す

る。 

 【０１０８】 

 交流信号源５２は、発振器２６０の出力信号２７０を増幅する増幅器２６２と、増幅器２６

２の出力信号２７２に含まれるノイズを低減するためのフィルタ２６４を有してもよい。増幅

器２６２によりノイズも増幅されるため、増幅されたノイズ低減のために、増幅器２６２の後

段にフィルタ２６４が設置される。本実施形態では、フィルタ２６４の出力信号が励磁用信号

２５０である。 

 【０１０９】 

 渦電流センサ５０は、半導体ウェハＷＨ上の金属膜（または導電性膜）に渦電流を形成する

ための励磁コイル７２と、生成された渦電流を検出するための検出コイル７３とを有する。例

えば、円筒状のフェライトコアに、励磁コイル７２と検出コイル７３が軸方向に配置される。

励磁コイル７２は、交流信号源５２に接続される。励磁コイル７２は、交流信号源５２より供

給される電圧の形成する磁界により、渦電流センサ５０の近傍に配置される半導体ウェハＷＨ

上の金属膜（または導電性膜）ｍｆに渦電流を形成する。フェライトコアの上側（金属膜（ま

たは導電性膜）側）には、検出コイル７３が配置され、金属膜（または導電性膜）に形成され

る渦電流により発生する磁界を検出する。渦電流センサ５０は、後述するようにダミーコイル

７４を有してもよい。 

 【０１１０】 

 出力信号１７６は、出力信号処理回路５４のフィルタ２６６と増幅器２６８を介して、生成

回路２５４に入力される。フィルタ２６６の前段には、図示しない増幅器が配置されている。

フィルタ２６６は、増幅されたノイズ低減のために設置される。図示しない増幅器だけでは、

出力信号１７６が微弱な場合があるため、フィルタ２６６の後段に増幅器２６８を配置してい

る。増幅器２６８の出力信号２７４は、生成回路２５４と加算回路２５８に入力される。 

 【０１１１】 

 生成回路２５４は、ノイズ低減信号２５２を生成する。生成は、以下のようにして行われる
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。生成回路２５４はバンドストップフィルタ２７６と位相反転回路２７８とを有する。バンド

ストップフィルタ２７６は、発振器２６０が生成する特定の周波数信号（例えば、１６ＭＨｚ

）の近傍の周波数信号だけを非常に低いレベルに減衰させる。バンドストップフィルタ２７６

は、他の周波数信号（すなわちノイズ信号）はそのまま通す。バンドストップフィルタ２７６

の出力信号２８２は、位相反転回路２７８に送られて、位相反転回路２７８により、位相が反

転する。位相を反転させるとは、位相を１８０度進ませることである。 

 【０１１２】 

 位相反転回路２７８の出力であるノイズ低減信号２５２は、加算回路２５８に送られて、加

算回路２５８において、出力信号２７４と加算される。ノイズ低減信号２５２は、出力信号２

７４に含まれるノイズ成分のみと打ち消しあう信号である。加算回路２５８の出力であるノイ

ズ減少信号２５６は、発振器２６０が生成する特定の周波数以外の周波数の信号（すなわちノ

イズ）が減少した信号である。ノイズ減少信号２５６は、検波回路２８０に送られる。検波回

路２８０は高周波信号から、既述の信号出力Ｘ、Ｙ、位相、合成インピーダンスＺ（＝Ｘ＋ｉ

Ｙ）等を取り出す。これらは直流信号である。検波回路２８０の出力が出力信号１７２である

。 

 【０１１３】 

 本実施形態では、ノイズ低減信号２５２を検出信号２７４に加算して、検出信号２７４が含

むノイズを低減したノイズ減少信号２５６を生成するため、従来技術よりもS/Nが改善される

。渦電流センサ５０を膜厚の測定に使用する場合、ノイズの影響が低減されることによるCu配

線等の検出精度が従来技術よりも改善して、渦電流センサ５０の性能が向上する 

 【０１１４】 

 図１７により、バンドストップフィルタ２７６と、位相反転回路２７８と、加算回路２５８

において行われる処理をさらに説明する。以下では、ノイズキャンセリングが理想的に行われ

る場合を仮定する。バンドストップフィルタ２７６は、ノイズ成分のみを含む出力信号２８２

を出力する。説明の明瞭化のために、出力信号２８２がＹ１＝Ａｓｉｎ（ωｔ）であるとする

。ここで、Ａは、ノイズの振幅（その単位は、例えばミリボルト（ｍｖ））であり、ωは、ノ

イズの角周波数（その単位は、例えばラジアン毎秒(rad/s)）であり、ｔは時間（秒（ｓ））

である。 

 【０１１５】 

 出力信号２８２は、位相反転回路２７８により、ノイズ低減信号２５２となる。ノイズ低減

信号２５２をＹ２とすると、Ｙ２＝－Ｙ１である。別の表現では、Ｙ２＝Ａｓｉｎ（ωｔ＋π

）である。一方、検出コイル７３が出力する出力信号２７４は、ノイズ成分として、上記のノ

イズ成分Ｙ１＝Ａｓｉｎ（ωｔ）と同一のノイズ成分Ｙ３＝Ａｓｉｎ（ωｔ）を含む。 
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 【０１１６】 

 加算回路２５８は、ノイズ低減信号２５２と出力信号２７４を加算して、ノイズ減少信号２

５６を出力する。ノイズ減少信号２５６に含まれるノイズ成分をＹ４とすると、Ｙ４＝Ｙ３＋

Ｙ２である。Ｙ３とＹ２は、振幅が同一で、位相が１８０度ずれているため、Ｙ４＝０となる

。ノイズ減少信号２５６は、ノイズ成分を含まない信号である。 

 【０１１７】 

 図１６において、ノイズ低減信号２５２は、検出コイル７３またはダミーコイル７４の出力

から生成されている。ノイズ低減信号２５２は、検出コイル７３またはダミーコイル７４の出

力以外から生成してもよい。例えば、発振器２６０の出力信号２７０や励磁用信号２５０から

ノイズ低減信号２５２を生成してもよい。図１６には、増幅器やフィルタが複数使用されてい

るが、増幅器やフィルタの前段または後段の信号からノイズ低減信号２５２を生成してもよい

。なお、ノイズ低減信号２５２を検出コイル７３またはダミーコイル７４の出力から生成する

ときは、検出コイル７３の出力からノイズ低減信号２５２を生成することが好ましい。最終的

に必要な信号は検出コイル７３の出力であるから、検出コイル７３のノイズを除去するために

、検出コイル７３の出力をノイズ低減信号２５２の生成に用いることが好ましい。 

 【０１１８】 

 図１６に戻って、検波回路２８０について説明する。図１８は、渦電流センサの同期検波回

路２８０を示すブロック図である。本図は、交流信号源５２側から渦電流センサ５０側を見た

インピーダンスＺの計測回路例を示している。本図に示すインピーダンスＺの計測回路におい

ては、膜厚の変化に伴う抵抗成分（Ｒ）、リアクタンス成分（Ｘ）、振幅出力（Ｚ）および位

相出力（ｔａｎ－１Ｒ／Ｘ）を取り出すことができる。 

 【０１１９】 

 上述したように、検出対象の金属膜（または導電性膜）ｍｆが成膜された半導体ウェハＷＨ

近傍に配置された渦電流センサ５０に、信号源５２は、交流信号を供給する。信号源５２は、

水晶発振器からなる固定周波数の発振器である。信号源５２は、例えば、２ＭＨｚ，８ＭＨｚ

，１６ＭＨｚの固定周波数の電圧を供給する。信号源５２で形成される交流電圧は、バンドパ

スフィルタ８２を介して渦電流センサ５０に供給される。渦電流センサ５０の端子で検出され

た信号は、高周波アンプ８３および位相シフト回路８４を経て、ｃｏｓ同期検波回路８５およ

びｓｉｎ同期検波回路８６からなる同期検波部により検出信号のｃｏｓ成分とｓｉｎ成分と

が取り出される。ここで、信号源５２で形成される発振信号は、位相シフト回路８４により信

号源５２の同相成分（０゜）と直交成分（９０゜）の２つの信号が形成され、それぞれｃｏｓ

同期検波回路８５とｓｉｎ同期検波回路８６とに導入され、上述の同期検波が行われる。 

 【０１２０】 
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 同期検波された信号は、ローパスフィルタ８７，８８により、信号成分以上の不要な高周波

成分が除去され、ｃｏｓ同期検波出力である抵抗成分（Ｒ）出力と、ｓｉｎ同期検波出力であ

るリアクタンス成分（Ｘ）出力とがそれぞれ取り出される。また、ベクトル演算回路８９によ

り、抵抗成分（Ｒ）出力とリアクタンス成分（Ｘ）出力とから振幅出力（Ｒ２＋Ｘ２）１／２が得

られる。また、ベクトル演算回路９０により、同様に抵抗成分出力とリアクタンス成分出力と

から位相出力（ｔａｎ－１Ｒ／Ｘ）が得られる。ここで、測定装置本体には、各種フィルタがセ

ンサ信号の雑音成分を除去するために設けられている。各種フィルタは、それぞれに応じたカ

ットオフ周波数が設定されており、例えば、ローパスフィルタのカットオフ周波数を０．１～

１０Ｈｚの範囲で設定することにより、研磨中のセンサ信号に混在する雑音成分を除去して測

定対象の金属膜（または導電性膜）を高精度に測定することができる。 

 【０１２１】 

 次に、本実施形態の渦電流センサ５０におけるコイルの構成例について説明する。図５は、

本実施形態の渦電流センサ５０におけるコイルの構成例を示す概略図である。本形態では、渦

電流センサ５０は、金属膜（または導電性膜）に渦電流を形成するための励磁コイル７２と、

金属膜（または導電性膜）の渦電流を検出するための検出コイル７３と、ダミーコイル７４と

を有する。渦電流センサ５０は、フェライトコア７１に巻回された３層のコイル、励磁コイル

７２，検出コイル７３，ダミーコイル７４により構成されている。なお、渦電流センサ５０の

構造としては、図５に示す構造に限られず、任意の構造を採用することができる。 

 【０１２２】 

 ここで中央の励磁コイル７２は、交流信号源５２に接続される。この励磁コイル７２は、交

流信号源５２より供給される電圧の形成する磁界により、半導体ウェハＷＨの近傍に配置され

る半導体ウェハＷＨ上の金属膜（または導電性膜）ｍｆに渦電流を形成する。フェライトコア

７１の上側（金属膜（または導電性膜）側）には、検出コイル７３が配置され、金属膜（また

は導電性膜）に形成される渦電流により発生する磁界を検出する。そして、励磁コイル７２の

検出コイル７３と反対側にはダミーコイル７４が配置されている。励磁コイル７２、検出コイ

ル７３、ダミーコイル７４は例えば、同じターン数（１～２０ｔ）のコイルである。ダミーコ

イル７４を設ける理由は、金属膜（または導電性膜）が存在しないときには、出力信号処理回

路５４の出力がゼロとなるように調整可能とするためである。 

 【０１２３】 

 検出コイル７３とダミーコイル７４の出力の処理方法としては、種々可能である。例えば、

図１６に示すように、検出コイル７３とダミーコイル７４のそれぞれの出力について、ノイズ

キャンセリングと同期検波を行う。その後、得られた２つの直流信号の減算を行う。減算結果

に基づいて、膜厚測定を行うことができる。減算を行う理由は、既述のように、金属膜が存在
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しないときには、検出コイル７３の出力がゼロとなるようにするためである。 

 【０１２４】 

 図１９Ａ、１９Ｂ、１９Ｃは、渦電流センサにおける各コイルの別の接続例を示す概略図で

ある。この例では、抵抗ブリッジ回路７７を用いている。図１９Ａに示すように、検出コイル

７３とダミーコイル７４は互いに逆相に接続されている。検出コイル７３とダミーコイル７４

は、逆相の直列回路を構成し、その両端は可変抵抗７６を含む抵抗ブリッジ回路７７に接続さ

れている。 

 【０１２５】 

 具体的には、検出コイル７３の信号線７３１は、抵抗ブリッジ回路７７の端子７７３に接続

され、検出コイル７３の信号線７３２は、抵抗ブリッジ回路７７の端子７７１に接続される。

ダミーコイル７４の信号線７４１は、抵抗ブリッジ回路７７の端子７７２に接続され、ダミー

コイル７４の信号線７４２は、抵抗ブリッジ回路７７の端子７７１に接続される。端子７７１

は接地される。抵抗ブリッジ回路７７の端子７７４がセンサ出力である。検出コイル７３，励

磁コイル７２，ダミーコイル７４は、それぞれインダクタンスＬ１，Ｌ２，Ｌ３を有する。 

 【０１２６】 

 励磁コイル７２は交流信号源５２に接続され、交番磁束を生成することで、近傍に配置され

る金属膜（または導電性膜）ｍｆに渦電流を形成する。可変抵抗７６の抵抗値を調整すること

で、検出コイル７３とダミーコイル７４からなる直列回路の出力電圧が、金属膜（または導電

性膜）が存在しないときにはゼロとなるように調整可能としている。検出コイル７３とダミー

コイル７４のそれぞれに並列に入る可変抵抗７６（VR１，VR２）でＬ１，Ｌ３の信号を同位相に

するように調整する。即ち、図１９Ｂの等価回路において、 

  VR1-1×(VR2-2+jωL3)＝VR1-2×(VR2-1+jωL1)   (1)となるように、可変抵抗VR1(=VR1-1+VR1-

2)およびVR2(=VR2-1+VR2-2)を調整する。これにより、図１９Ｃに示すように、調整前のＬ１,Ｌ３

の信号（図中点線で示す）を、同位相・同振幅の信号（図中実線で示す）とする。 

 【０１２７】 

 次に、本発明の別の実施形態について説明する。図８、９は、本実施形態の渦電流センサ５

０の構成例及び渦電流センサにおける励磁コイルの接続例を示す概略図である。導電性膜が形

成された基板の近傍に配置される渦電流センサ５０は、ポットコア６０と、６個のコイル８６

０，８６２、８６４，８６６、８６８、８７０により構成されている。磁性体であるポットコ

ア６０は、底面部６１ａ（底部磁性体）と、底面部６１ａの中央に設けられた磁心部６１ｂ（

中央磁性体）と、底面部６１ａの周辺部に設けられた周壁部６１ｃ（周辺部磁性体）とを有す

る。周壁部６１ｃは、磁心部６１ｂを囲うように底面部６１ａの周辺部に設けられる壁部であ

る。本実施形態では、底面部６１ａは、円形のディスク形状であり、磁心部６１ｂは、中実な
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円柱形状であり、周壁部６１ｃは、底面部６１ａを囲うシリンダ形状である。 

 【０１２８】 

 前記６個のコイル８６０，８６２、８６４，８６６、８６８、８７０のうち中央のコイル８

６０，８６２は、交流信号源５２に接続される励磁コイルである。この励磁コイル８６０，８

６２は、交流信号源５２より供給される電圧の形成する磁界により、近傍に配置される半導体

ウェハＷＨ上の金属膜（または導電性膜）ｍｆに渦電流を形成する。励磁コイル８６０，８６

２の金属膜側には、検出コイル８６４，８６６が配置され、金属膜に形成される渦電流により

発生する磁界を検出する。励磁コイル８６０，８６２を挟んで検出コイル８６４，８６６と反

対側にはダミーコイル８６８、８７０が配置されている。 

 【０１２９】 

 励磁コイル８６０は、磁心部６１ｂの外周に配置され、磁場を生成可能な内部コイルであり

、導電性膜に渦電流を形成する。励磁コイル８６２は、周壁部６１ｃの外周に配置され、磁場

を生成可能な外部コイルであり、導電性膜に渦電流を形成する。検出コイル８６４は、磁心部

６１ｂの外周に配置され、磁場を検出可能であり、導電性膜に形成される渦電流を検出する。

検出コイル８６６は、周壁部６１ｃの外周に配置され、磁場を検出可能であり、導電性膜に形

成される渦電流を検出する。 

 【０１３０】 

 渦電流センサは、導電性膜に形成される渦電流を検出するダミーコイル８６８、８７０を有

する。ダミーコイル８６８は、磁心部６１ｂの外周に配置され、磁場を検出可能である。ダミ

ーコイル８７０は、周壁部６１ｃの外周に配置され、磁場を検出可能である。検出コイルとダ

ミーコイルは、本実施形態では、底面部６１ａの外周および周壁部６１ｃの外周に配置されて

いるが、検出コイルとダミーコイルは、底面部６１ａの外周および周壁部６１ｃの外周の一方

のみに配置してもよい。 

 【０１３１】 

 磁心部６１ｂの軸方向は、基板上の導電性膜に直交し、検出コイル８６４，８６６と励磁コ

イル８６０，８６２とダミーコイル８６８，８７０は、磁心部６１ｂの軸方向に異なる位置に

配置され、かつ磁心部６１ｂの軸方向に、基板上の導電性膜に近い位置から遠い位置に向かっ

て、検出コイル８６４，８６６、励磁コイル８６０，８６２、ダミーコイル８６８，８７０の

順に配置される。検出コイル８６４，８６６、励磁コイル８６０，８６２、ダミーコイル８６

８，８７０からは、それぞれ、外部と接続するためのリード線（図２０に示す）が出ている。 

 【０１３２】 

 図８は、磁心部６１ｂの中心軸８７２を通る平面における渦電流センサ５０の断面図である

。磁性体であるポットコア６０は、円板形状の底面部６１ａと、底面部６１ａの中央に設けら
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れた円柱形状の磁心部６１ｂと、底面部６１ａの周囲に設けられた円筒形状の周壁部６１ｃと

を有する。ポットコア６０の寸法の１例としては、底面部６１ａの直径ＬＥ１は約１ｃｍ～５

ｃｍ、渦電流センサ５０の高さＬＥ２は約１ｃｍから５ｃｍである。周壁部６１ｃの外径は、

図１８では高さ方向に同一である円筒形状であるが、底面部６１ａから離れる方向に、すなわ

ち先端に向かって細くなる先細形状(テーパ形状)でもよい。 

 【０１３３】 

 検出コイル８６４，８６６、励磁コイル８６０，８６２、ダミーコイル８６８，８７０に使

用される導線は、銅、マンガニン線、又はニクロム線である。マンガニン線やニクロム線を使

用することにより、電気抵抗等の温度変化が少なくなり、温度特性が良くなる。 

 【０１３４】 

 本実施形態では、フェライト等からなる磁心部６１ｂの外側と、周壁部６１ｃの外側に線材

を巻き付けて、励磁コイル８６０，８６２を形成しているために、計測対象物に流れる渦電流

密度を上げることができる。また、検出コイル８６４，８６６も磁心部６１ｂの外側と、周壁

部６１ｃの外側に形成しているために、生成された逆磁場（鎖交磁束）を効率的に収集できる

。 

 【０１３５】 

 計測対象物に流れる渦電流密度を上げるために、本実施形態では、さらに、励磁コイル８６

０と励磁コイル８６２は、図９に示すように、並列に接続する。すなわち、内部コイルと外部

コイルは電気的に並列に接続される。並列に接続する理由は、以下のとおりである。並列に接

続すると、直列に接続した場合よりも、励磁コイル８６０と励磁コイル８６２に印加できる電

圧が増加して、励磁コイル８６０と励磁コイル８６２に流れる電流が増加する。このため、磁

場が大きくなる。また、直列に接続すると、回路のインダクタンスが増加して、回路の周波数

が低下する。必要な高周波を励磁コイル８６０，８６２に印可することが困難になる。矢印８

７４は、励磁コイル８６０と励磁コイル８６２に流れる電流の向きを示す。 

 【０１３６】 

 励磁コイル８６０と励磁コイル８６２は、図９に示すように、励磁コイル８６０と励磁コイ

ル８６２の磁場方向が同じになるように接続する。すなわち、電流は励磁コイル８６０と励磁

コイル８６２で異なる方向に流す。磁場８７６は、内側の励磁コイル８６０が生成する磁場で

あり、磁場８７８は、外側の励磁コイル８６２が生成する磁場である。図９に示すように、励

磁コイル８６０と励磁コイル８６２の磁場方向は同じである。すなわち、内部コイルが磁心部

６１ｂ内に生成する磁場の方向と、外部コイルが磁心部６１ｂ内に生成する磁場の方向は同じ

である。 

 【０１３７】 
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 領域８８０に示す磁場８７６と磁場８７８は、同じ向きであるために、２つの磁場が加算さ

れて大きくなる。従来のような励磁コイル８６０による磁場８７６のみが存在する場合に比べ

て、本実施形態では励磁コイル８６２による磁場８７８分だけ、磁場が大きくなる。 

 【０１３８】 

 検出コイル８６４，励磁コイル８６０，ダミーコイル８６８は、図５の検出コイル７３，励

磁コイル７２，ダミーコイル７４に対応する。検出コイル８６６，励磁コイル８６２，ダミー

コイル８７０は、図５の検出コイル７３，励磁コイル７２，ダミーコイル７４に対応する。す

なわち、図１０の渦電流センサは、図５の渦電流センサを同心状に２個配置した構造をしてい

る。これに伴い、図１０の渦電流センサに対応した出力信号処理回路５４は、図１６に示す出

力信号処理回路５４を２個有するものが好ましい。 

 【０１３９】 

 図１０の渦電流センサに対応した出力信号処理回路５４の一例を図２０、２１に示す。図２

０は、ノイズキャンセリング機能を有しない比較例である。図２１は、ノイズキャンセリング

機能を有する。図２０、２１は、図８に示す渦電流センサを斜視図で示す。図２０、２１では

理解の容易のために、上面２１８が上面２２０の上方にあるが、上面２１８と上面２２０は、

図８に示すように同一水平面にある。図２０、２１では、コイル組立体が２組あるが、コイル

組立体が３組以上あってもよい。コイル組立体が２組以上ある場合、コイル組立体が１組の場

合に比べて、膜厚の測定数が増えるために、測定精度（Ｓ／Ｎ比）が向上する。 

 【０１４０】 

 最初に比較例の構成について説明する。比較例では、内側渦電流センサ２８６の検出コイル

８６４と、外側渦電流センサ２８８の検出コイル８６６は直列に接続される。内側渦電流セン

サ２８６のダミーコイル８６８と、外側渦電流センサ２８８のダミーコイル８７０は直列に接

続される。内側と外側の渦電流センサの励磁コイル８６０と励磁コイル８６２は、信号源５２

に並列に接続される。 

 【０１４１】 

 具体的な接続は以下の通りである。内側渦電流センサ２８６において、検出コイル８６４は

、信号線８６４１，８６４２を有する。励磁コイル８６０は、信号線８６０１，８６０２を有

する。ダミーコイル８６８は、信号線８６８１，８６８２を有する。外側渦電流センサ２８８

において、検出コイル８６６は、信号線８６６１，８６６２を有する。励磁コイル８６２は、

信号線８６２１，８６２２を有する。ダミーコイル８７０は、信号線８７０１，８７０２を有

する。 

 【０１４２】 

 内側渦電流センサ２８６の検出コイル８６４の信号線８６４１は、抵抗ブリッジ回路７７の
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端子７７３に接続される。検出コイル８６４の信号線８６４２は、外側渦電流センサ２８８の

検出コイル８６６の信号線８６６１に接続される。検出コイル８６６の信号線８６６２は、抵

抗ブリッジ回路７７の端子７７１に接続される。内側渦電流センサ２８６のダミーコイル８６

８の信号線８６８１は、抵抗ブリッジ回路７７の端子７７２に接続される。ダミーコイル８６

８の信号線８６４２は、外側渦電流センサ２８８のダミーコイル８７０の信号線８７０１に接

続される。ダミーコイル８７０の信号線８７０２は、抵抗ブリッジ回路７７の端子７７１に接

続される。 

 【０１４３】 

 比較例においては、内側渦電流センサ２８６の検出コイル８６４の出力と、外側渦電流セン

サ２８８の検出コイル８６６の出力が直列であるため、検出コイルが１個の場合と比較して、

出力が大きくなるという効果がある。ブリッジ回路７７の端子７７４が検波回路２８０に接続

される。検波回路２８０の出力が出力信号１７２であり、図１５に示す終点検出コントローラ

２４６に接続される。 

 【０１４４】 

 図２１に示す形態は、ノイズキャンセリング機能を有するため、比較例よりもＳ／Ｎが改善

されるという利点を有する。本形態は、内側渦電流センサ２８６用と外側渦電流センサ２８８

用にそれぞれブリッジ回路７７を１つ用いる。そして、抵抗ブリッジ回路７７の後段に、それ

ぞれ出力信号処理回路５４（生成回路２５４と加算回路２５８）を設けているため、S/Nが改

善する。 

 【０１４５】 

 内側渦電流センサ２８６用の生成回路２５４が生成回路２５４１であり、外側渦電流センサ

２８８用の生成回路２５４が生成回路２５４２である。生成回路２５４１と、生成回路２５４

２は、生成回路２５４と同一の構成である。生成回路２５４１と生成回路２５４２の前段には

、図１６と同様にフィルタ２６６と増幅器２６８が設けられている。内側渦電流センサ２８６

用の加算回路２５８が加算回路２５８１であり、外側渦電流センサ２８８用の加算回路２５８

が加算回路２５８２である。加算回路２５８１と、加算回路２５８２は、加算回路２５８と同

一の構成である。 

 【０１４６】 

 内側渦電流センサ２８６と外側渦電流センサ２８８で得られたノイズ減少信号２５６が検

波回路２８０に送られて、２つのブリッジ回路７７１０，７７１１の出力は、直流になる。そ

の後、加算回路２８４で加算される。加算により、感度が改善される。 

 【０１４７】 

 本形態の構成を具体的に説明する。内側渦電流センサ２８６は、励磁用信号８６０１，８６
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０２を信号源５２から入力されて第１の磁場８７６（図１０参照）を生成可能な励磁コイル８

６０（第１の励磁コイル）と、第１の磁場８７６を検出して信号８６４１（第１の検出信号）

を出力可能な検出コイル８６４（第１の検出コイル）と、第１の磁場を検出して信号８６８１

（第１のダミー信号）を出力可能なダミーコイル８６８（第１のダミーコイル）とを有する。

なお、本明細書では、信号線と、その信号線を流れる信号に同一の参照符号を付す場合がある

。例えば、信号線８６４１と、信号８６４１である。 

 【０１４８】 

 内側渦電流センサ２８６が出力する信号８６４１と信号８６８１とを処理する本形態の出

力信号処理回路２９０は、信号８６４１と信号８６８１の差である第１の差信号２９２を出力

可能な第１の抵抗ブリッジ回路７７１０を有する。出力信号処理回路２９０は、励磁用信号８

６０１、信号８６４１（第１の検出信号）、信号８６８１（第１のダミー信号）、第１の差信

号２９２のいずれかからノイズを低減するための第１のノイズ低減信号２５２を生成可能な

生成回路２５４１（第１の生成回路）を有する。本形態では、端子７７４からの出力である第

１の差信号２９２からノイズを低減するための第１のノイズ低減信号２５２を生成する。 

 【０１４９】 

 出力信号処理回路２９０は、さらに生成回路２５４１において生成された第１のノイズ低減

信号２５２を第１の差信号２９２に加算して、第１の差信号２９２が含むノイズを低減した第

１のノイズ減少信号２５６を生成可能な第１の加算回路２５８１を有する。 

 【０１５０】 

 外側渦電流センサ２８８は、励磁用信号８６２１を入力されて第２の磁場８７８（図１０参

照）を生成可能な励磁コイル８６２（第２の励磁コイル）と、第１の磁場８７６と第２の磁場

８７８を検出して信号８６６１（第２の検出信号）を出力可能な検出コイル８６６（第２の検

出コイル）と、第１の磁場８７６と第２の磁場８７８を検出して信号８７０１（第２のダミー

信号）を出力可能なダミーコイル８７０（第２のダミーコイル）とを有する。 

 【０１５１】 

 内側渦電流センサ２８６の検出コイル８６４は、第１の磁場８７６と第２の磁場８７８を検

出して信号８６４１号を出力可能である。ダミーコイル８６８は、第１の磁場８７６と第２の

磁場８７８を検出して前記第１のダミー信号を出力可能である。出力信号処理回路２９０は、

信号８６６１と信号８７０１の差である第２の差信号２９４を出力可能な第２の抵抗ブリッ

ジ回路７７１１を有する。 

 【０１５２】 

 ここで、第１、第２の検出コイルは、第１の磁場８７６と第２の磁場８７８を検出するとい

うことの意味について説明する。内側渦電流センサ２８６の検出コイル８６４は、膜厚を以下
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のようにして検出する。最初に、励磁コイルが生成する高周波磁場によって金属表面に渦電流

が誘起される。すなわち磁場の状態は、ウェハ（導電膜）が磁場の近傍にあるときとないとき

で異なる。高周波(2MHz～)を励磁コイルに印加することにより金属表面に磁場を発生させるこ

とができる励磁コイルを導電性金属表面に近づける。高周波の磁場により金属表面に渦状の電

流が発生する。渦電流は磁場を部分的に打ち消す方向に流れる。渦電流センサの検出コイルは

、部分的に打ち消された磁場を検出する。渦電流センサは、渦電流の大きさと膜の厚みとの相

関性を利用して、金属上の導電膜の厚さを測る。 

 【０１５３】 

 「第１の磁場と前記第２の磁場を検出する」とは、「第１の磁場と第２の磁場を合成した磁

場を検出するということ」であり、合成磁場も、ウェハ（導電膜）があるときとないときで異

なる。「第１、第２の検出コイルが第１、第２の磁場を検出する」とは、「第１、第２の磁場

の合成された磁場により金属表面に渦電流が発生し、合成された磁場が、発生した渦電流によ

り部分的に打ち消されて、部分的に打ち消された磁場を検出する」という意味である。 

 【０１５４】 

 外側渦電流センサ２８８の説明に戻る。出力信号処理回路２９０は、励磁用信号８６２１、

信号８６６１（第２の検出信号）、信号８７０１（第２のダミー信号）、第２の差信号２９４

のいずれかからノイズを低減するための第２のノイズ低減信号２５２を生成可能な生成回路

２５４２（第２の生成回路）を有する。本形態では、端子７７２からの出力である第２の差信

号２９４からノイズを低減するための第２のノイズ低減信号２５２を生成する。 

 【０１５５】 

 出力信号処理回路２９０は、生成回路２５４２において生成された第２のノイズ低減信号２

５２を第２の差信号２９４に加算して、第２の差信号２９４が含むノイズを低減した第２のノ

イズ減少信号２５６を生成可能な第２の加算回路２５８２と、第１のノイズ減少信号２５６と

第２のノイズ減少信号２５６とを加算可能な第３の加算回路２８４とを有する。 

 【０１５６】 

 本実施形態によると、第１の差信号と第２の差信号とを加算するため、渦電流センサの出力

信号が従来よりも大きくなり、膜厚測定の精度が改善する。 

 【０１５７】 

 図２１の形態の効果を、渦電流センサが１個で、かつノイズキャンセリング機能を有しない

形態と比較したときの効果を概念的に図２２、２３に示す。図２２、２３は、検出コイルの出

力信号に含まれるノイズと信号の強度分布を周波数に対して示すスペクトルである。図２２は

、渦電流センサが１個で、かつノイズキャンセリング機能を有しない形態（図示せず）におけ

る渦電流センサの出力３００のスペクトルを示す。図２３は、渦電流センサが２個で、かつノ
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イズキャンセリング機能を有する図２１に示す形態において、ノイズキャンセリング処理後の

２個の渦電流センサの出力を加算した出力３０２のスペクトルである。図２２、２３において

、横軸は周波数（単位は周波数（１／秒））、縦軸は、各周波数におけるパワー密度（振幅の

２乗）（単位は、ミリボルトの２乗）である。出力３００、３０２は、周波数２９６の近傍に

存在する信号３０４と、周波数２９６の近傍以外に存在するノイズ３０６を含む。 

 【０１５８】 

 図２２、２３を比較すると、励磁用信号８６０１が有する周波数２９６の近傍における、２

個の渦電流センサの信号３０４を加算した出力３０２の大きさは、１個の渦電流センサの信号

３０４の大きさの２倍程度ある。励磁用信号８６０１が有する周波数２９６の近傍以外におけ

る、２個の渦電流センサによる出力３０２に含まれるノイズ３０６の大きさは、１個の渦電流

センサの出力３００に含まれるノイズ３０６の大きさよりもかなり低減している。 

 【０１５９】 

 なお図２１に示すように、第１のノイズ減少信号２５６と第２のノイズ減少信号２５６は、

それぞれ検波回路２８０を介して、直流信号（第１のノイズ減少信号２８０１と第２のノイズ

減少信号２８０２）に変換されたのちに、第３の加算回路２８４により加算される。図２０と

図２１を比較すると、図２１の形態は、図２０の形態に、第１の抵抗ブリッジ回路７７１０と

、第１の生成回路２５４１，第２の生成回路２５４２、第１の加算回路２５８１、第２の加算

回路２５８２と、内側渦電流センサ２８６用検波回路２８０と、第３の加算回路２８４を追加

したものである。 

 【０１６０】 

 図２１の形態から、ノイズキャンセリング回路を除いた形態も可能である。すなわち２つの

渦電流センサ２８６，２８８の出力をそれぞれブリッジ回路７７１０，７７１１で処理した後

に、それぞれの処理信号の検波回路２８０で直流にしたのちに、第３の加算回路２８４により

加算を行ってもよい。 

 【０１６１】 

 具体的には、この形態の出力信号処理回路は、信号８６４１（第１の検出信号）と信号８６

８１（第１のダミー信号）の差である第１の差信号２９２を出力可能な第１の抵抗ブリッジ回

路７７１０と、信号８６６１（第２の検出信号）と信号８７０１（第２のダミー信号）の差で

ある第２の差信号２９４を出力可能な第２の抵抗ブリッジ回路７７１１と、第１の差信号２９

２と第２の差信号２９４とを、検波回路２８０を経由して加算可能な第３の加算回路２８４と

を有する。 

 【０１６２】 

 図２１においては、検波回路２８０により直流化したのちに、第３の加算回路２８４により
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加算しているが、検波回路２８０による直流化は行わなくてもよい。すなわち、交流信号同士

を加算してもよい。しかし、直流化したのちに加算することには、後述する利点がある。 

 【０１６３】 

 図２０と比較したときに、図２１は、次の利点がある。図２０においては、信号線８６４２

と信号線８６６１を直結することにより、検出コイル８６４と検出コイル８６６の出力を加算

している。これらは高周波信号であり、高周波信号の加算は、信号が相殺することがある。そ

の結果、出力信号を有効に活用できない場合がある。図２１においては、検波回路２８０によ

り、直流化してから、第３の加算回路２８４により加算している。直流信号の加算であるため

、信号が相殺することが無く、出力信号のレベルが大きくなる。 

 【０１６４】 

 図２１の形態においては、第３の加算回路２８４は、内側渦電流センサ２８６の出力と外側

渦電流センサ２８８の出力を加算しているが、第３の加算回路２８４は、内側渦電流センサ２

８６の出力から外側渦電流センサ２８８の出力を減算してもよい。この時は以下の利点がある

。内側渦電流センサ２８６は、直径が小さいため、小さい領域の導電膜の影響を受ける。その

結果、小さい領域の膜厚を測ることができる。外側渦電流センサ２８８は直径が大きいため、

大きい領域の導電膜の影響を受ける。その結果、大きい領域の膜厚を測ることができる。内側

渦電流センサ２８６の出力から外側渦電流センサ２８８の出力を減算すると、内側渦電流セン

サ２８６の出力から、大きい領域の導電膜の影響を除去できる。その結果、小さい領域の膜厚

を、より正確に測ることができる。図２１に示す第３の加算回路２８４における「加算する」

という用語には、この意味で「加算」と「減算」を含む。 

 【０１６５】 

 なお、図８に示す渦電流センサは、内側渦電流センサ２８６と外側渦電流センサ２８８が一

体となっているが、内側渦電流センサ２８６と外側渦電流センサ２８８は、別個独立の渦電流

センサでもよい。図８に示す一体化した渦電流センサの製作方法としては、（１）底面部６１

ａ，磁心部６１ｂ、周壁部６１ｃを一体として切削加工により形成する方法、（２）底面部６

１ａ，磁心部６１ｂ、周壁部６１ｃを別々に製作して、コイルを巻いた後に、これらの３ピー

スをロウ付け等により接着して、一体化する方法等がある。 

 【０１６６】 

 バンドストップフィルタ２７６，位相反転回路２７８，加算回路２５８は、デジタルシグナ

ルプロセッサ（digital signal processor：ＤＳＰ）により構成することができる。デジタル

シグナルプロセッサは、デジタル信号処理に適したマイクロプロセッサである。バンドストッ

プフィルタ２７６，位相反転回路２７８，加算回路２５８をアナログ回路としてもよい。デジ

タルシグナルプロセッサは、その前段に、図示しないアナログ-デジタル変換回路（A/D変換回
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路：ＡＤＣ：アナログ電気信号をデジタル電気信号に変換する電子回路）を有する。デジタル

シグナルプロセッサは、その後段に、図示しないデジタル-アナログ変換回路（D/A変換回路：

ＤＡＣ：デジタル電気信号をアナログ電気信号に変換する電子回路）を有する。加算回路２５

８の後段にある検波回路２８０もデジタルシグナルプロセッサにより構成することができる。 

 【０１６７】 

 なお、図１７の説明において、ノイズ成分Ｙ１とノイズ成分Ｙ３は、振幅Ａの大きさが同じ

であると、説明の簡明化のために仮定したが、ノイズ成分Ｙ１とノイズ成分Ｙ３は、振幅Ａの

大きさが異なる場合がある。例えば、ノイズ成分Ｙ１は励磁用信号２５０から生成し、ノイズ

成分Ｙ３は、検出コイル７３に含まれるノイズ成分である場合である。その時は、ＤＳＰ内に

おいて、振幅Ａの大きさを一致させる処理を行う。図１７の説明において、ノイズ成分Ｙ１と

ノイズ成分Ｙ３の位相についても同じであると、説明の簡明化のために仮定したが、位相のず

れが大きい場合は、ＤＳＰ内において、位相のずれを一致させる処理を行う。 

 【０１６８】 

 なお、図１６の加算回路２５８では、出力信号２７４と、出力信号２７４の位相を反転させ

た信号を加算する。ノイズキャンセリングの方法は、これに限られるものではなく、ノイズキ

ャンセリングが可能であれば、任意の方法を採用することができる。例えば、位相反転させな

いで、信号を減算する方法がある。すなわち、位相反転回路２７８を無くして、加算回路２５

８において、出力信号２７４から、バンドストップフィルタ２７６の出力信号を減算する。こ

の方法でも、位相反転回路２７８を用いた場合と同様にノイズキャンセリングが可能である。 

 【０１６９】 

 従って、「位相反転させた信号を加算する」ことと、「位相反転させない信号を減算する」

ことは、ノイズキャンセリングという観点からは、同一の効果を有する。本明細書において、

「加算する」という用語には、この意味で「加算」と「減算」を含む。 

 【０１７０】 

 なお、渦電流センサ５０内に温度センサを配置することによって、渦電流センサ５０内の温

度変化を検知して、検出コイル７３の出力を補正することができる。補正の方法は例えば以下

の通りである。半導体ウェハＷＨの研磨を行う前に、渦電流センサ５０の温度と検出コイル７

３の出力との関係を測定して、この関係を補正テーブルとして作成する。補正テーブルの構成

は種々可能である。例えば、渦電流センサ５０の温度ごとに、検出コイル７３の出力に乗ずる

係数を補正テーブルとして作成する。または、温度の関数としての補正係数を表す多項式を補

正テーブル（多項式の各次数の係数を表示する表）として作成する。温度に応じた補正を行う

ことにより温度変化に対応できるようになる。膜厚の測定精度が向上し、研磨終了の検知精度

が改善できる。 
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 【０１７１】 

 次に、渦電流センサの出力信号処理方法について説明する。図１６において、励磁コイル７

２は、励磁用信号２５０を入力されて磁場を生成する。検出コイル７３は、磁場を検出して検

出信号１７６を出力する。励磁用信号２５０または検出信号１７６からノイズを低減するため

のノイズ低減信号２５２を生成回路２５４は生成する。加算回路２５８は、生成されたノイズ

低減信号２５２を検出信号１７６に加算して、検出信号１７６が含むノイズを低減したノイズ

減少信号２５６を生成する。 

 【０１７２】 

 次に、渦電流センサの別の出力信号処理方法について説明する。図２１において、励磁コイ

ル８６０（第１の励磁コイル）は、励磁用信号２５０を入力されて第１の磁場８７６を生成す

る。検出コイル８６４（第１の検出コイル）は、第１の磁場８７６（図１０参照）を検出して

信号８６４１（第１の検出信号）を出力する。ダミーコイル８６８（第１のダミーコイル）は

、第１の磁場８７６を検出して信号８６８１（第１のダミー信号）を出力する。 

 【０１７３】 

 渦電流センサ２８６が出力する信号８６４１と信号８６８１とを処理する渦電流センサの

出力信号処理方法において、第１の抵抗ブリッジ回路７７１０は、信号８６４１と信号８６８

１の差である第１の差信号２９２を出力する。生成回路２５４１は、励磁用信号２５０、信号

８６４１、信号８６８１、第１の差信号２９２のいずれかからノイズを低減するための第１の

ノイズ低減信号２５２を生成する。図２１においては、生成回路２５４１は、第１の差信号２

９２からノイズを低減するための第１のノイズ低減信号２５２を生成する。第１の加算回路２

５８１は、生成された第１のノイズ低減信号２５２を第１の差信号２９２に加算して、第１の

差信号２９２が含むノイズを低減した第１のノイズ減少信号２８０１を生成する。 

 【０１７４】 

 次に、渦電流センサの別の出力信号処理方法について説明する。図２１において、励磁コイ

ル８６２（第２の励磁コイル）は、励磁用信号２５０を入力されて第２の磁場８７８（図１０

参照）を生成する。検出コイル８６６（第２の検出コイル）は、第１の磁場８７６と前記第２

の磁場８７８を検出して信号８６６１（第２の検出信号）を出力する。ダミーコイル８７０（

第２のダミーコイル）は、第１の磁場８７６と前記第２の磁場８７８を検出して信号８７０１

（第２のダミー信号）を出力する。 

 【０１７５】 

 検出コイル８６４は、第１の磁場８７６と第２の磁場８７８を検出して信号８６４１（第１

の検出信号）を出力する。ダミーコイル８６８は、第１の磁場８７６と第２の磁場８７８を検

出して信号８６８１（第１のダミー信号）を出力する。第２の抵抗ブリッジ回路７７１１は、
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信号８６６１と信号８７０１の差である第２の差信号２９４を出力する。生成回路２５４２は

、励磁用信号２５０、信号８６６１、信号８７０１、第２の差信号２９４のいずれかからノイ

ズを低減するための第２のノイズ低減信号２５２を生成する。第２の加算回路２５８２は、生

成された第２のノイズ低減信号２５２を第２の差信号２９４に加算して、第２の差信号２９４

が含むノイズを低減した第２のノイズ減少信号２８０２を生成する。第３の加算回路２８４は

、第１のノイズ減少信号２８０１と第２のノイズ減少信号２８０２とを加算する。 

 【０１７６】 

 次に、渦電流センサの別の出力信号処理方法について説明する。本実施形態は、図２１の実

施形態において、ノイズキャンセリング回路を除いたものである。２つの渦電流センサ２８６

，２８８の出力をそれぞれブリッジ回路７７１０，７７１１で処理する。その後、検波回路２

８０により直流にした後に第３の加算回路２８４で加算を行う。具体的には、励磁コイル８６

０，８６２は、励磁用信号２５０を入力されて第１の磁場８７６，第２の磁場８７８をそれぞ

れ生成する。検出コイル８６４，８６６（第１、第２の検出コイル）は、第１の磁場８７６と

第２の磁場８７８を検出して、それぞれ信号８６４１，８６６１（第１、第２の検出信号）を

出力する。ダミーコイル８６８，８７０（第１、第２のダミーコイル）は、第１の磁場８７６

と第２の磁場８７８を検出して、それぞれ信号８６８１，８７０１（第１、第２のダミー信号

）を出力する。 

 【０１７７】 

 本実施形態の出力信号処理方法においては、渦電流センサ２８６，２８８が出力する信号８

６４１，８６６１と信号８６８１，８７０１とを処理する。第１の抵抗ブリッジ回路７７１０

は、信号８６４１（第１の検出信号）と信号８６８１（第１のダミー信号）の差である第１の

差信号２９２を出力する。第２の抵抗ブリッジ回路７７１１は、信号８６６１（第２の検出信

号）と信号８７０１（第２のダミー信号）の差である第２の差信号２９４を出力する。第１の

差信号２９２と第２の差信号２９４は、検波回路２８０において直流にされたのちに、第３の

加算回路２８４において加算される。 

 【０１７８】 

 渦電流センサ５０によって得られた膜厚に基づいて、研磨装置の各部を制御する方法につい

て以下説明する。図１５に示すように、渦電流センサ５０は、終点検出コントローラ２４６に

接続され、終点検出コントローラ２４６は、機器制御コントローラ２４８に接続されている。

渦電流センサ５０の出力信号は、終点検出コントローラ２４６に送られる。終点検出コントロ

ーラ２４６は、渦電流センサ５０の出力信号に対して必要な処理（演算処理・補正）を施して

モニタリング信号（終点検出コントローラ２４６によって補正された膜厚データ）を生成する

。機器制御コントローラ２４８は、補正された膜厚データに基づいて、トップリング用モータ
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１１４、研磨テーブル１００用モータ（図示しない）等を制御する。 

 

 【０１７９】 

 なお本発明の実施形態の動作は、以下のソフトおよび／またはシステムを用いて行うことも可能

である。例えば、システム（研磨装置）は、全体を制御するメインコントローラ（制御部）と、各

部（駆動部、保持部、渦電流センサの出力信号処理回路、終点検出コントローラ）の動作をそれぞ

れ制御する複数のサブコントローラとを有する。メインコントローラおよびサブコントローラは、

それぞれ、ＣＰＵ，メモリ、記録媒体と、各部を動作させるために記録媒体に格納されたソフトウ

ェア（プログラム）を有する。本発明の実施形態の渦電流センサの出力信号処理方法はソフトウェ

ア（プログラム）によって実行することもできる。 

 【０１８０】 

 以上、本発明の実施形態の例について説明してきたが、上記した発明の実施形態は、本発明

の理解を容易にするためのものであり、本発明を限定するものではない。本発明は、その趣旨

を逸脱することなく、変更、改良され得るとともに、本発明には、その均等物が含まれること

はもちろんである。また、上述した課題の少なくとも一部を解決できる範囲、または、効果の

少なくとも一部を奏する範囲において、特許請求の範囲および明細書に記載された各構成要素

の任意の組み合わせ、または、省略が可能である。 

 【０１８１】 

 本願は、日本国特許庁において２０１９年１２月１６日に出願された特願２０１９－２２６

５４７号及び特願２０１９－２２６５４９号に対するパリ条約に基づく優先権の利益を主張

するものである。特開２０１１－２３５７９号の明細書、特許請求の範囲、図面、要約を含む

開示全体は、ここに本明細書の一部を構成するものとして援用する。  

【符号の説明】 

 【０１８２】 

  ５０…渦電流センサ 

  ５４、２９０…出力信号処理回路 

  ７２、８６０、８６２…励磁コイル 

  ７３、８６４、８６６…検出コイル 

  ７４、８６８、８７０…ダミーコイル 

  １７４…渦電流センサ組立体 

  １７８、１７８１、１７８２…ミキサ回路 

  １８４、１８４１、１８４２…ローパスフィルタ 

  ２１６…デジタルシグナルプロセッサ 

  ２４６、２４８…終点検出コントローラ 
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  ２５２…ノイズ低減信号、第１のノイズ低減信号、第２のノイズ低減信号 

  ２５６…ノイズ減少信号、第１のノイズ減少信号、第２のノイズ減少信号 

  ２５８…加算回路 

  ２８４…加算回路、第３の加算回路 

  ２９２…第１の差信号 

  ２９４…第２の差信号 

  １７８３…第３のミキサ回路 

  １７８４…第４のミキサ回路 

  １８４３…第３のローパスフィルタ 

  １８４４…第４のローパスフィルタ 

  １９４１…第１の調整回路 

  １９４２…第２の調整回路 

  １９６１…第１の減算回路  

  ２５４１、２５４２…生成回路 

  ２５８１…第１の加算回路 

  ２５８２…第２の加算回路 

  ２８０１…第１のノイズ減少信号 

  ２８０２…第２のノイズ減少信号 
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【書類名】特許請求の範囲 

 【請求項１】 

 渦電流センサと、 

 前記渦電流センサの出力信号を処理する出力信号処理回路とを有し、 

 前記出力信号処理回路は、 

 前記出力信号と、所定の周波数の信号が入力されて、入力された前記２つの信号の乗算を行

い、前記乗算によって得られた出力信号を出力するミキサ回路と、 

 前記ミキサ回路が出力する前記出力信号が入力されて、入力された前記出力信号に含まれる

高周波信号をカットして、少なくとも直流信号を出力するローパスフィルタとを有することを

特徴とする渦電流センサ組立体。 

 【請求項２】 

 第１、第２の出力信号をそれぞれ出力する第１、第２のコイルを有する渦電流センサが出力

する前記第１、第２の出力信号を処理する渦電流センサの出力信号処理回路において、 

 前記第１の出力信号と、所定の周波数の信号が入力されて、入力された前記２つの信号の乗

算を行い、前記乗算によって得られた出力信号を出力する第１のミキサ回路と、 

 前記第１のミキサ回路が出力する前記出力信号が入力されて、入力された前記出力信号に含

まれる高周波信号をカットして、少なくとも直流信号を出力する第１のローパスフィルタと、 

 前記第２の出力信号と、前記周波数の信号が入力されて、入力された前記２つの信号の乗算

を行い、前記乗算によって得られた出力信号を出力する第２のミキサ回路と、 

 前記第２のミキサ回路が出力する前記出力信号が入力されて、入力された前記出力信号に含

まれる高周波信号をカットして、少なくとも直流信号を出力する第２のローパスフィルタと、 

 前記第１のローパスフィルタが出力する前記直流信号と前記第２のローパスフィルタが出

力する前記直流信号が入力されて、入力された２つの前記直流信号の差を求めて、得られた前

記差を出力する第１の減算回路とを有することを特徴とする渦電流センサの出力信号処理回

路。 

 【請求項３】 

 前記出力信号処理回路は、前記第１のローパスフィルタが出力する前記直流信号が入力され

て、入力された前記直流信号の振幅の大きさを調整して、調整後の直流信号を出力する第１の

調整回路を有し、 

 前記第１の減算回路は、前記第１の調整回路が出力する前記直流信号と前記第２のローパス

フィルタが出力する前記直流信号が入力されて、入力された２つの前記直流信号の差を求めて

、得られた前記差を出力することを特徴とする請求項２記載の渦電流センサの出力信号処理回

路。 



- 46 - 

 【請求項４】 

 前記出力信号処理回路は、前記第１のローパスフィルタが出力する前記直流信号が入力され

て、入力された前記直流信号の振幅の大きさを調整して、調整後の直流信号を出力する第１の

調整回路と、 

 前記第２のローパスフィルタが出力する前記直流信号が入力されて、入力された前記直流信

号の振幅の大きさを調整して、調整後の直流信号を出力する第２の調整回路とを有し、 

 前記第１の減算回路は、前記第１の調整回路が出力する前記直流信号と前記第２の調整回路

が出力する前記直流信号が入力されて、入力された２つの前記直流信号の差を求めて、得られ

た前記差を出力することを特徴とする請求項２記載の渦電流センサの出力信号処理回路。 

 【請求項５】 

 前記渦電流センサは、第３、第４の出力信号をそれぞれ出力する第３、第４のコイルを有し

、 

 前記出力信号処理回路は、 

 前記第３の出力信号と、前記周波数の信号が入力されて、入力された前記２つの信号の乗算

を行い、前記乗算によって得られた出力信号を出力する第３のミキサ回路と、 

 前記第３のミキサ回路が出力する前記出力信号が入力されて、入力された前記出力信号に含

まれる高周波信号をカットして、少なくとも直流信号を出力する第３のローパスフィルタと、 

 前記第４の出力信号と、前記周波数の信号が入力されて、入力された前記２つの信号の乗算

を行い、前記乗算によって得られた出力信号を出力する第４のミキサ回路と、 

 前記第４のミキサ回路が出力する前記出力信号が入力されて、入力された前記出力信号に含

まれる高周波信号をカットして、少なくとも直流信号を出力する第４のローパスフィルタと、 

 前記第３のローパスフィルタが出力する前記直流信号と前記第４のローパスフィルタが出

力する前記直流信号が入力されて、入力された２つの前記直流信号の差を求めて、得られた前

記差を出力する第２の減算回路と、 

 前記第１の減算回路が出力する前記差と前記第２の減算回路が出力する前記差が入力され

て、入力された２つの前記差を加算してまたは２つの前記差の差を求めて、得られた前記和ま

たは差を出力する加算回路とを有することを特徴とする請求項２ないし４のいずれか１項に

記載の渦電流センサの出力信号処理回路。 

 【請求項６】 

 基板を研磨するための研磨パッドが貼り付けられるように構成される研磨テーブルと、 

 前記研磨テーブルを回転駆動するように構成される駆動部と、 

 前記基板を保持して前記研磨パッドに押圧するように構成される保持部と、 

 前記研磨テーブルの内部に配置され、前記研磨テーブルの回転に伴い、前記基板に形成され
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る導電性膜に形成される渦電流を検出するように構成される前記渦電流センサと、 

 請求項２から５のいずれか１項に記載の前記渦電流センサの出力信号処理回路と、 

 前記出力信号処理回路の出力から前記基板の膜厚データを算出するように構成される終点

検出コントローラと、 

 を備える研磨装置。  

 【請求項７】 

 励磁用信号を入力されて磁場を生成可能な励磁コイルと、前記磁場を検出して検出信号を出

力可能な検出コイルとを有する渦電流センサと、 

 前記検出信号を処理する出力信号処理回路とを有し、 

 前記出力信号処理回路は、 

 前記励磁用信号または前記検出信号からノイズを低減するためのノイズ低減信号を生成可

能な生成回路と、 

 前記生成回路において生成された前記ノイズ低減信号を前記検出信号に加算して、前記検出

信号が含むノイズを低減したノイズ減少信号を生成可能な加算回路とを有することを特徴と

する渦電流センサ組立体。 

 【請求項８】 

 励磁用信号を入力されて第１の磁場を生成可能な第１の励磁コイルと、前記第１の磁場を検

出して第１の検出信号を出力可能な第１の検出コイルと、前記第１の磁場を検出して第１のダ

ミー信号を出力可能な第１のダミーコイルとを有する渦電流センサが出力する前記第１の検

出信号と前記第１のダミー信号とを処理する渦電流センサの出力信号処理回路において、 

 前記第１の検出信号と前記第１のダミー信号の差である第１の差信号を出力可能な第１の

抵抗ブリッジ回路と、 

 前記励磁用信号、前記第１の検出信号、前記第１のダミー信号、前記第１の差信号のいずれ

かからノイズを低減するための第１のノイズ低減信号を生成可能な第１の生成回路と、 

 前記第１の生成回路において生成された前記第１のノイズ低減信号を前記第１の差信号に

加算して、前記第１の差信号が含むノイズを低減した第１のノイズ減少信号を生成可能な第１

の加算回路とを有することを特徴とする渦電流センサの出力信号処理回路。 

 【請求項９】 

 前記渦電流センサは、前記励磁用信号を入力されて第２の磁場を生成可能な第２の励磁コイ

ルと、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して第２の検出信号を出力可能な第２の検出コ

イルと、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して第２のダミー信号を出力可能な第２のダ

ミーコイルとを有し、 

 前記第１の検出コイルは、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して前記第１の検出信号
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を出力可能であり、 

 前記第１のダミーコイルは、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して前記第１のダミー

信号を出力可能であり、 

 前記出力信号処理回路は、 

 前記第２の検出信号と前記第２のダミー信号の差である第２の差信号を出力可能な第２の

抵抗ブリッジ回路と、 

 前記励磁用信号、前記第２の検出信号、前記第２のダミー信号、前記第２の差信号のいずれ

かからノイズを低減するための第２のノイズ低減信号を生成可能な第２の生成回路と、 

 前記第２の生成回路において生成された前記第２のノイズ低減信号を前記第２の差信号に

加算して、前記第２の差信号が含むノイズを低減した第２のノイズ減少信号を生成可能な第２

の加算回路と、 

 前記第１のノイズ減少信号と前記第２のノイズ減少信号とを加算可能な第３の加算回路と

を有することを特徴とする請求項８記載の渦電流センサの出力信号処理回路。 

 【請求項１０】 

 励磁用信号を入力されて第１、第２の磁場をそれぞれ生成可能な第１、第２の励磁コイルと

、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して、それぞれ第１、第２の検出信号を出力可能な

第１、第２の検出コイルと、前記第１の磁場と前記第２の磁場を検出して、それぞれ第１、第

２のダミー信号を出力可能な第１、第２のダミーコイルとを有する渦電流センサが出力する前

記第１、第２の検出信号と前記第１、第２のダミー信号とを処理する渦電流センサの出力信号

処理回路において、 

 前記第１の検出信号と前記第１のダミー信号の差である第１の差信号を出力可能な第１の

抵抗ブリッジ回路と、 

 前記第２の検出信号と前記第２のダミー信号の差である第２の差信号を出力可能な第２の

抵抗ブリッジ回路と、 

 前記第１の差信号と前記第２の差信号とを加算可能な第３の加算回路とを有することを特

徴とする渦電流センサの出力信号処理回路。 

 

  


